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はじめに－本書の構成 

 

「電気通信事業分野の競争状況の評価に関する平成１６年度実施細目」（以下

「実施細目」という。）は、「電気通信事業分野の競争状況の評価に関する基本

方針」（以下「基本方針」という。）に基づき、平成１６年度の競争評価におい

て分析の対象とする領域の決定から、市場の画定を経て、競争状況の分析、評

価に至るまでの実施の詳細を定めるものである。その構成と内容は、次のとお

りである。 

「１．平成１６年度の分析対象」では、新たな分析、評価の対象領域を「移

動体通信」と定めている。平成１５年度に引き続いて「インターネット接続」

等も分析対象とするが、一体的に取引され今後は移動体通信とも関係しながら

発展していくであろう「ＩＰ電話」も取り上げている。 

「２．平成１６年度の情報収集」では、アンケート等の調査方法により個人

と法人の利用者側の動向に関する情報を収集するその目的や方法などを明らか

にする。供給側動向については、電気通信事業者（以下紛れない限り単に「事

業者」という。）の契約数、売上高等を調査することとして、対象と公表につい

て定めている。 

「３．意見公募と議論公開」では、競争評価の過程で事業者等の関係者の意

見等を聴き社会的合意の形成に役立てる方法として、意見公募と公開会合につ

いて定めている。 

「４．市場の画定」では、平成１５年度に実施した市場画定結果については

平成１６年度も活用するとした上で、新たに市場画定を必要とする「移動体通

信」と「ＩＰ電話」についてはその考え方や方法を定めている。 

「５．競争状況の分析と評価」では、競争状況の分析、評価に用いる指標や

方法等について定めている。 

「６．実施スケジュール等」では、平成１６年度の競争評価実施のスケジュ

ール等を明らかにしている。 
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１ 平成１６年度の分析対象 

 

(1) 平成１５年度は、「インターネット接続」と「企業内ネットワーク」の領

域を取り上げて、競争状況の分析、評価を行った。どちらの領域も新サービ

スの登場等が活発で変化が急なので、原則として平成１６年度も継続して分

析、評価の対象とする。 

 

(2) 平成１６年度は、「移動体通信」を新たに取り上げる。携帯電話端末は、

すでに電話の道具としてだけではなく、メール、Ｗｅｂ検索、写真等に広く

利用されていて、音楽のダウンロード、テレビ放送の視聴、電子マネー決済

等にも用途が広がっている。公衆無線ＬＡＮと携帯電話の融合端末も登場し

始めている。 

 

(3) 携帯電話の市場分析は英国が先行していて、ＥＵ加盟国も「競争レビュー」

の一環として取組みを進めている。その分析方法や結果を参考にしながら、

分析、評価を進める。 

 

(4) また、主にブロードバンド回線を利用したインターネット接続サービスと

一体的に提供されているサービスに「ＩＰ電話」がある。ＩＰ電話は、例え

ば、法人利用では社内の内線電話への導入が進んでいる。携帯電話とのサー

ビス融合は、端末のみならずネットワーク構築にも影響を与えると予想され

ることから、ブロードバンド、携帯電話及びＩＰ電話の三つのサービスの今

後の関係に注目する。 
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２ 平成１６年度の情報収集 

 

２－１ 情報収集の方法と公表 

 
(1) 平成１５年度は、個人だけでなく法人からも利用動向に関する情報を収集

し、分析した。平成１５年度の分析結果のその後の変化をモニタリングする

ことを主眼とした個人、法人両方の利用動向調査を平成１６年度も行う。 

 

(2) 個人の利用動向を調査するための手段として平成１６年度もアンケート

を採用する。平成１６年度は平成１５年度よりも分析対象が広く、調査結果

を多岐に利用することから、平成１５年度の調査を強化する。 

 

(3) 事業者からの情報収集は、平成１６年９月末時点のものを基本とする。た

だし、総務省は、日常の業務を通じて競争評価とは別に情報収集しているの

で、分析に有用であれば、平成１６年１２月末時点を含めてできるだけ最新

のデータを分析に活用するよう努める。 

 

 

２－２ 需要者（利用者）側からの情報収集 

 

２－２－１ 個人の利用動向調査 

 

(1) 個人の利用動向に関する情報は、モデル分析のためのデータとして用いる

だけではなく、競争状況の定性的な分析等にも活用する。 

 

(2) 平成１６年度の情報収集は、次の方針で実施する。 

 

① 携帯電話／ＰＨＳについては、利用者が必ずしもインターネットを利用

しているとは限らないことから、アンケートは、インターネット未利用者

も対象者に含める方法が望ましい。このため、平成１６年９月実施の「電

気通信サービスモニターに対するアンケート調査」（以下「モニターアンケ

ート」という。）を活用する。モニターアンケートは、電気通信サービス全

般に関する利用者の意見、要望等を把握・分析するため、総務省が平成６

年以来実施している調査であり、今回は携帯電話サービスの利用をテーマ

の一つとしている。 
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② ＩＰ電話と公衆無線ＬＡＮについては、その利用者は現在のところほと

んどがインターネット利用者であると想定されるので、Ｗｅｂアンケート

を用いて情報を収集する。Ｗｅｂアンケートは、所期のサンプル構成に従

って所期の有効回答者数を確保して実施する方法として優れている。 

 

(3) アンケート調査方法及び質問項目 

上述の方針を踏まえて、平成１６年度の個人利用者アンケートの調査方法

を整理すると、表１のようになる。 

 

表１：個人利用者アンケートの調査方法 

調査方法 

Ｗｅｂ 
調査対象

分野 
電気通信消費者 

モニター ｱﾝｹｰﾄ１ ｱﾝｹｰﾄ２ 

携帯電話 

ＰＨＳ 

○ 
［離散選択モデル
分析用、利用動向
把握用］ 

－ － 

公衆無線 

ＬＡＮ 
－ － 

ＩＰ電話 － 

○ 

［利用動向把握用］
○ 

［ｺﾝｼﾞｮｲﾝﾄ分析用］

 

 

(4) モニターアンケート及びＷｅｂアンケート１の実施要領、アンケートフロ

ー及び具体的な質問項目は、別添１のとおりである。 

 

(5) コンジョイント分析は、仮想のサービス選択肢を用意して消費者選好を把

握しようとするものである。利用者がどのような選択肢に対しどのような選

択を行うのかはサービスの同一性を分析する際に参考になるが、随時、様々

なタイプのＩＰ電話が登場しているため、その分析に当たっては、ＩＰ電話

を現に提供している事業者等との意見交換を行うなどの機会を設けるように

する。なお、Ｗｅｂアンケート２の詳細は、本実施細目の段階では未定であ

る。 

 

(6) アンケート調査によって得られた原票は、プライバシー保護の観点から公

表になじまない。調査結果は、集計・加工の上、公表する。 
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２－２－２ 法人の利用動向調査 

 

(1) 平成１６年７月に、総務省は日経ＢＰ社と「ブロードバンド/ＩＰ電話時

代の企業ネットワーク実態調査」（以下「企業ネットワーク実態調査」という。）

を共同実施した。競争評価では、このアンケート調査で収集したデータを利

用する。 

【調査の概要】 

 ① 調査の目的 

企業ユーザが現在どのような通信サービスを利用しているか、さらに今

後どのようなネットワークを構築していくかを中心に、企業ネットワーク

の利用動向を明らかにする。  

② 調査の内容 

社内ネットワークに利用する通信サービスとＩＰ電話の利用について、

現状と今後の方向性など全５７問 

③ 調査の実施方法 

   ・調査対象：日本国内の上場企業と店頭公開企業および、有力な非上場

企業３７４８社 

・調査方法：アンケート票を郵送。郵送とＷｅｂで回答受け付け 

・回答企業数（回収率）：１３１２社（３５．０％） 

④ 調査の実施期間 

   平成１６年７月８日～８月１６日 

 

(2) 調査によって得られた情報は、利用企業の秘密に係る情報が含まれている

ので公表になじまない。調査結果は、集計・加工の上、公表する。 
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２－３ 供給者（事業者）側からの情報収集 

 
２－３－１ サービスの供給構造 

  

平成１６年度の分析対象は、別 紙のようなサービス供給構造下にあるので、

これを踏まえて情報収集を進める。 

 なお、平成１６年度の競争評価では、「移動体通信」については、携帯電話、

ＰＨＳ、ＭＶＮＯ1、公衆無線ＬＡＮに特に注目して情報収集を進め、分析を行

なう。これら以外にも衛星移動通信や無線呼出し（ポケベル）などのサービス

もあるが、これらのサービスについては事業者に対して情報提出を求めず、総

務省が有する情報のみをもって対処する。 

 

 

２－３－２ 事業者からの収集方法 

 

(1) 事業者からの情報収集は、次のように行う。 

① 電気通信事業報告規則（昭和６３年郵政省令第４６号）において提出が

義務付けられている情報については、新たに提出を求めない。 

② 隣接市場の情報は、必要に応じて収集する。例えば、携帯電話サービス

と端末は密接に関係しているので、端末の取引に係る情報も収集する。 

③ 情報収集は、第一次調査として事業者一律に収集し、第二次調査で不足

する部分を補う。これらの調査と併せて、関係事業者からヒアリングを行

う。 

 

(2) 第一次調査で各事業者に求める情報とその公表の取扱いについては、 

別添２のとおりである。 

 

(3) なお、公表については、収集情報の全てを対象とすることを原則とするが、

その具体的な取扱いについては、別添２の「３ 収集した情報の取扱い」で

示したとおりである。 

 

 

 

 

 

                                                  
1 Mobile Virtual Network Operater：仮想移動通信事業者。携帯電話、ＰＨＳ、無線ＬＡＮ

などの移動通信事業者から卸電気通信役務によりサービス提供を受け、最終利用者向けにサービ

ス提供をする事業者。 
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３ 意見公募と議論公開 

 

(1) 意見公募の実施 

競争評価は、事実関係に関する関係者の認識の共有が目的の一つなので、

少なくとも次のものは意見公募を行う。 

① 基本方針改正（案） 

② 平成１６年度実施細目（案） 

③ 評価結果（案） 

 

(2) 会合の公開開催 

 

① 事業者等が事実関係を明らかにし、意見し、議論する場として公開会合

を開催する。 

 

② また、ＩＰ電話のネットワーク／サービス供給の構造に関する事実関係

について関係者が情報を共有し、意見交換し、事実関係の整理を進めるた

め、上述①の会合とは別に、「ＩＰ電話のネットワーク／サービス供給に関

する研究会」を開催する。主に５－１－２に掲げるような論点に関して、

議論を進める。 

本研究会は、有識者、事業者などで構成し、議事は公開する。プレゼン

テーション資料等も公表する。 

 

 

 

 

 

 

 



- 8 - 

４ 市場の画定 

 

４－１ 「インターネット接続」領域の市場画定 

 

「インターネット接続」領域については、平成１５年度に分析を進める過程

で詳しく市場画定を行っており、平成１６年度は、その結果をそのまま利用す

る。その市場画定の内容は、次のとおりである。 

 

４－１－１ 事業者間取引との関係 

 

(1) 最終利用者向けサービス取引と事業者間取引 

最終利用者向けサービス市場には事業者間取引の影響が及んでいるので、

その事業者間取引が行われている市場の競争状況等についても勘案する。例

えば、事業者間取引における利用者（例えば、他事業者から卸サービスの提

供を受けて最終利用者向けサービスを供給する事業者）は、ＡＤＳＬやＦＴ

ＴＨを提供するためにアクセス回線を主に次のように調達しており、サービ

ス供給に関わる最終利用者向けサービス市場と事業者間取引の関係を図示す

るなら、図１のようなイメージとなる。中継系の伝送路を自ら構築、保有す

る事業者もいるが、競争事業者の多くは、ＮＴＴ東西等からダークファイバ

を借りてきて自社のネットワークを構築していたり他社の専用サービスやデ

ータ通信サービスを利用していたりする。その取引は、多層かつ複雑である。 

・ ＡＤＳＬ ： ＮＴＴ東西の電話加入者回線をラインシェアリングやドライ

カッパ 

・ ＦＴＴＨ ： NTT東西のダークファイバや「Ｂフレッツ」サービス 

・ ＣＡＴＶインターネット ： ＣＡＴＶ事業者の自社の同軸ケーブル等 
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図１ 最終利用者向けサービス市場と事業者間取引市場の関係（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (2) 不可欠な設備等と公正な競争 

代替物の構築が実際上不可能な設備等をＮＴＴ東西から借り受けること

ができるようにし新規参入者も電気通信サービスを提供できる環境を整え

るのが接続ルールに基づく設備開放の政策措置である。単に設備等の構築に

費用がかかるとか、利用した方が有利であるとかではなく、その設備がなけ

れば競争事業者が市場に参入できない不可欠性が開放する設備等の要件で

ある。電気通信事業法は、次の①～④の設備等を指定して、具体的条件を定

めてＮＴＴ東西にその開放を義務付けている。その範囲と程度は、公正な競

争とは何かという問題と表裏をなしている。 

① 加入者交換機から加入者宅までの加入者回線 

② 加入者交換機 

③ 中継交換機から加入者交換機までの中継回線 

④ 中継交換機 

このような設備等は、最終利用者向けサービス市場のいわば上流に位置

する事業者間市場で取引されている。その設備等の保有者が最終利用者向け

サービス市場で直接最終利用者にサービスを提供する場合に公正競争条件

が問題になり、その確保のための接続ルールが議論されてきた。接続ルール

がなければ、不可欠な設備等を保有する者がその貸与を拒み最終利用者向け

サービス市場から競争事業者を排除したり新規参入を阻害したりすること

ができる市場構造が電気通信サービスの特徴である。 

 

中継系光ファイバ

中継系通信サービス

加入者系メタル 加入者系
光ファイバ

ＤＵ ISDN ADSL FTTH CATV

次の二者間の取引市場

•サービス提供に要する設備や
サービスをアクセスサービス提
供事業者に提供する事業者

•アクセスサービス提供事業者

次の二者間の取引市場

•アクセスサービス提供事業者

•最終サービス利用者

中継系光ファイバ

中継系通信サービス

加入者系メタル 加入者系
光ファイバ

ＤＵ ISDN ADSL FTTH CATV

次の二者間の取引市場

•サービス提供に要する設備や
サービスをアクセスサービス提
供事業者に提供する事業者

•アクセスサービス提供事業者

次の二者間の取引市場

•アクセスサービス提供事業者

•最終サービス利用者
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４－１－２ サービス市場の画定 

 

(1) 競争評価では、特定の最小単位のサービスを分析の起点としてそこから同

一とみなせる周辺の単位サービスを括り合わせていく「ＳＳＮＩＰテスト」2

を採用するが、数量的なデータを用いた分析には需要の価格弾力性3と価格費

用マージンが不可欠で、いずれも計測が容易でないデータである。しかし、

需要の価格弾力性は、利用者へのアンケート調査の結果を基に算出すること

が可能な場合があるので、市場画定の判断材料の一つとして利用する。 

 

(2) 具体的には、個人利用者向けアンケート調査から得られたデータから代表

的なアクセスサービス（ダイヤルアップ、常時接続ＩＳＤＮ、ＡＤＳＬ、Ｃ

ＡＴＶインターネット、ＦＴＴＨの５つ）のサービス需要の自己価格弾力性

を算出する分析を平成１５年度に行った。その分析の詳細とその結果を踏ま

えたサービス市場の画定結果は、次のとおりである。 

 

 

４－１－２－１ 離散選択モデルを用いたサービスの同一性の分析 

 

(1) 離散選択モデル分析の結果 

 

① ナローバンドとブロードバンドの区分 

ダイヤルアップ（以下「ＤＵ」という。）と常時接続ＩＳＤＮ（以下「Ｉ

ＳＤＮ」という。）のナローバンドサービスに対して、ＡＤＳＬとＣＡＴＶ

インターネット（以下紛れない場合には「ＣＡＴＶ」と略記する。）とＦＴ

ＴＨが一つのカテゴリ（ブロードバンドサービス）を形成する（「サービス

市場画定の一次接近」）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
2 基本方針３－５参照のこと。 
3 ある財の価格が一単位分変化するときの、当該財あるいは他の財の需要の限界的な変化。前者

を需要の自己価格弾力性、後者を需要の交叉価格弾力性という。 
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② ＡＤＳＬの独立性 

ＡＤＳＬは、他のブロードバンドサービス（ＣＡＴＶやＦＴＴＨ）と比

較して、同一サービスとしての独立性が高い（「サービス市場画定の二次接

近」）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 中速度ＡＤＳＬの独立性 

   ＡＤＳＬの中では、中速度ＡＤＳＬが低速度／高速度のＡＤＳＬに比べ

て独立性が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 離散選択モデル分析結果の競争評価への適用 

 

① ＤＵとＩＳＤＮは別市場を形成する 

   離散選択モデル分析では、５つの代表的なアクセスサービス（ＤＵ、Ｉ

ＳＤＮ、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ、ＦＴＴＨ）を全て利用できる者をサンプル

としている。これは、代表的なアクセスサービスに対する利用者選好を離

散選択モデルを用いて分析する際にサンプルが備えていなければならない

絶対の要件だからだが、この分析結果を市場画定に活用するには、ブロー

ドバンドサービスが利用できない地域に居住しているためやむなくＩＳＤ

Ｎを利用している者が相当数いるといった実情を勘案する必要がある。メ

ール利用が主なＩＳＤＮ利用者にとってＤＵは同一サービスであっても、

Ｗｅｂから頻繁に大容量ファイルをダウンロードするＩＳＤＮ利用者にと

って、ＤＵは同一サービスではないかも知れない。すなわち、常時接続を
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理由にＩＳＤＮを利用している者にとっては、ＤＵは必ずしも代替性の高

いサービスではない。ブロードバンドの利用可能地域が限定的で、ブロー

ドバンドを選択肢として持たないＩＳＤＮ利用者が少なくない状況下では、

ＤＵとＩＳＤＮを別のサービス市場として画定するのが適当である。 

 

② 中速度ＡＤＳＬは他の速度のＡＤＳＬと同一市場を形成する 

モデル分析からは、中速度ＡＤＳＬの価格自己弾力性は小さく、その独

立性は高いという結果が得られたが、競争評価では、次の理由から低速度

／高速度ＡＤＳＬのサービスと同一サービスとして取り扱う。 

(ⅰ) 高速なサービスが従来とほとんど変わらない料金で次々市場投入さ

れていて、これから新たにサービスを選択しようとしている者は、そ

の時点での最速サービスを利用する傾向があり、新規加入の利用者に

とっては独立性の高いサービスと認識されていないと考えられる。ま

た、実効速度等を考慮すると、既存利用者の中でも高速の新サービス

に乗り換えるメリットが大きい者は限られている。 

(ⅱ) 供給側に目を向けると、低速度／中速度／高速度とも既存の電話加入

者回線を用いたサービスである。このため、アクセス網に対する大が

かりな投資を伴わずに速度の異なるサービス提供を開始でき、現に多

くのＡＤＳＬ事業者は当初の低速度ＡＤＳＬに加えて中速度ＡＤＳＬ

を提供サービスメニューに加えてきている。供給の代替性が大きい。 

 

 

４－１－２－２ サービス市場の画定結果 

 

以上のような検討を踏まえて、５つの代表的なアクセスサービスについての

市場を図２のように画定する。すなわち、ＤＵ、ＩＳＤＮ、ＡＤＳＬ、ＣＡＴ

Ｖインターネット、ＦＴＴＨはそれぞれ一つのサービス市場である。 

 

図２：５つのアクセスサービスの市場画定イメージ 
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４－１－２－３ 市場画定の今後 

 

需要の代替性は、ＦＴＴＨの値下げやスイッチングコストを事業者が肩代わ

りするキャンペーンで大きくなるかも知れない。また、ＦＴＴＨの利用可能地

域が広がれば、ＡＤＳＬもＦＴＴＨも選択可能な利用者が増大し、サービスの

代替関係は高くなるだろう。 

逆に、光インフラを前提としたコンテンツ・アプリケーションの充実、利用

拡大によってＦＴＴＨの優位性が高まると、需要の代替性が低下するかも知れ

ない。 

このように、需要や供給の代替性が変われば市場画定も変化する。このため、

市場画定は長く固定させるのではなく、適宜見直すことが望ましいが、平成１

６年度は平成１５年度に画定した結果を活用する。 

 

 

４－１－３ 地理的市場の画定 

 

４－１－３－１ ＦＴＴＨにおける集合住宅市場と戸建て住宅市場 

 

平成１２年国勢調査によると、我が国の人口の２９％（約３,５６９万人）、世

帯数の３７％（約１,７１１万世帯）が、マンションやアパートなどの共同住宅

（以下「集合住宅」という。）に住んでいる。特に、都市部でその割合が高い。

ＣＡＴＶインターネットやＦＴＴＨは新たに回線設置を要するサービスである

ため、集合住宅と戸建て住宅とではサービス提供あるいは利用環境に大きな違

いがある。 

一般に、戸建て住宅の場合、当該戸建て住宅が存在する地域で提供されてい

るインターネット接続回線サービスの選択は、当該戸建て住宅の居住者の意思

によって決まる。しかし、集合住宅の場合には、その一部の居住者が、ある特

定の事業者の特定のインターネット接続回線サービスを利用しようとしても、

当該集合住宅の他の居住者等の同意がない限り自由にはならない。新たにケー

ブルを引き込む物理的空間が集合住宅内にないため新設工事が必要であったり、

既存のケーブルを使う場合でも空間や電源等の利用について合意が必要であっ

たりする。一方、集合住宅の場合、一度光ファイバを引き込むと新規顧客の開

拓は容易なので、多数の同時加入を前提とした光ファイバ整備を進めやすい。

このような環境の違いは市場画定に反映するのが適当であり、反映しない場合

は競争の状況が不鮮明になってしまう。 

ＦＴＴＨではこのような事情を反映して、部分市場の考え方を取り入れて集

合住宅に居住する者を分析の起点とする集合住宅市場を画定し、戸建て住宅に

居住する者を分析の起点とする戸建て住宅市場と区別する。 



- 14 - 

 

４－１－３－２ 地理的市場の画定結果 

 

(1) ダイヤルアップ・・・全国区 

(2) 常時接続ＩＳＤＮ・・・東日本／西日本の二地域 （図３） 

(3) ＡＤＳＬ・・・東日本／西日本の二地域（図３） 

(4) ＦＴＴＨ・・・１０地域（電力系事業者の事業エリアごと）（図４） 

(5) ＣＡＴＶインターネット・・・市町村（区）単位 

 

 

図３ 東日本／西日本の地理的区分 
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図４ 全国１０地域の地理的区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－２ 「企業内ネットワーク」領域の市場画定 

 

(1) 「企業内ネットワーク」領域も、平成１５年度の市場画定結果を平成１６

年度の分析に活用する。 

 

(2) 専用サービスとデータ通信系サービスに市場を大別し、後者については、

さらに、ＩＰ－ＶＰＮ、広域イーサネット、フレームリレー、セルリレー、

ＮＴＴ東西のメガデータネッツ、ＮＴＴ東西のフレッツ・オフィス等（フレ

ッツ・オフィス、同ワイド、フレッツ・グループ（アクセス））を部分市場と

して取り扱う。 

 

(3) 地理的市場は、いずれも全国区とする。 
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４－３ 「移動体通信」領域の市場画定 

 

携帯電話は、通話以外にもメールやＷｅｂ利用やコンテンツ配信等に利用さ

れていて、パケット通信サービスが利用されている。 

英国は、２００１年から開始した「有効競争レビュー」で携帯電話の市場分

析を行っているが、日本の場合、パケット通信ネットワークの整備やコンテン

ツの配信などの点で欧米よりも先進していることから、このような点も加味し

て分析できるよう市場画定を進める。 

地理的市場については、サービス提供事業者の業務地域の広がりとデータ収

集の可能性等を勘案しながら決定する。 

平成１６年度は、携帯電話の分析に離散選択モデルを用いることとし、具体

的には、別添３のような分析を試みる。市場の画定のみならず競争状況の分析

にも有用な判断材料を提供してくれることを期待している。 
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４－４ ＩＰ電話の分析のための市場画定 

 

４－４－１ ＩＰ電話分析の目的 

 

(1) インターネットは、ＰＣ（パソコン）を端末に発展してきたが、これから

は、ＰＣ以外の端末利用も拡大する。ＩＰは、ディファクトスタンダードと

してその上位・下位のレイヤのイノベーションを加速してきており、これか

らも関連技術が発展し続けることで、音声/データ/映像、無線/有線、ナロー

バンド/ブロードバンドといった従来の区分が変化し、サービスの需給にも大

きな影響を及ぼすことが予想される。 

 

(2) しかし、このような変化は、サービスや地域によって一様でない。競争評

価におけるＩＰ電話への関心は、そのサービス自体の技術的斬新さよりも、

従来の電話を代替し得る可能性のあるサービスとして特定の地域・条件下で

普及し、従来の事業者間の利益と負担のバランスに構造的な変化を与える可

能性があるという点にある。 

 

(3) このため、ＩＰ電話の分析では、次のような点をその過程でできるだけ明

確にするよう努める。市場画定も、このような点を念頭におきながら行う。 

① ＩＰ電話の水平的（horizontal）な事業の広がりと競争 

② ＩＰ電話の垂直的（vertical）なサービス供給構造と競争 

③ ブロードバンド回線を用いたインターネット接続回線サービスとの関係 

④ 固定電話や携帯電話との関係 

 

 

４－４－２ コンジョイントモデルを用いた分析 

 

(1) 離散選択モデルの特徴は、顕示選好、すなわち、市場における実際の選択

行動を分析するところにある。価格、数量、機能などの市場データを直接測

定できないところでも、利用者に対してアンケートを実施し、そこで収集し

たデータを用いて分析を行うことができる。一方、コンジョイントモデルの

最大の特徴は、実際には市場に存在しないようなサービスに関して仮想的な

アンケートを作成し、表明選好、すなわち、その仮想的なアンケートにおけ

る消費者の選択結果から消費者の意識を分析するところにある。 

顕示選好か表明選好かの違いはあるものの、どちらの分析も、料金や機能

など複数の「説明変数」によって表される確率的効用関数を想定し、利用者

のサービス選択がどのような要因に基づき行われているか、すなわち効用最

大化行動の結果としての選択肢の決定が料金、機能等のどのような要素に依
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存して意識的、無意識にかかわらず行われているかを明らかにする方法であ

る。 

 

(2) 平成１６年度の競争評価では、携帯電話の分析には離散選択モデルを用い

るが、ＩＰ電話の分析にはコンジョイントモデルを用いる。ＩＰ電話の分析

に、表明選好を基にするコンジョイントモデルを用いるのは、次のような理

由からである。 

 

① ＩＰ電話は急速な技術革新によって変化を続けているサービスで、機能

等が多様で組合せが多く、顕示選好では十分な数のサンプルを集めること

が難しい。 

 

② ＩＰ電話の利用者の実際の選択行動は、最近とは言え過去の行動なので、

変化の速いサービスに対する現在さらには将来の消費者選好を分析するに

は表明選好を対象にする方がよい。 

 

③ ＩＰ電話に関しては、加入電話との代替関係が政策的関心事項の一つで

あるが、料金や機能などの仮想的組合せに対する消費者選好を分析するた

めには顕示選好では十分な分析ができない。 

 

 

４－４－３ 市場の画定 

 

ＩＰ電話のサービス市場は、上述のモデル分析の結果を踏まえながら先に述

べたＩＰ電話の分析目的にもっともかなうよう画定する。 

地理的市場は、ＩＰ電話の供給がブロードバンド回線を用いたインターネッ

ト接続回線サービスの供給と密接に関係している点などを勘案しながら画定す

る。 
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５ 競争状況の分析と評価 

 

５－１ 分析、評価における論点 

 

競争評価の基本は、過去のデータに基づき今日の市場の競争状況を分析、評

価するところにある（review）。しかし、今日の競争状況と過去のそれをつない

だ延長線上に将来の競争状況を描くには様々な環境変化等を勘案しなければな

らず、定性的な分析であってもそうした状況の変化を展望することも政策立案

にとって有益である（preview）。 

 このような展望については、政策における関心事を論点としてあらかじめ明

確にし、それに係る情報共有や議論を進めながら社会的合意を形成して行くプ

ロセスを重視する。 

このため、平成１６年度は、移動体通信とＩＰ電話について次のような事項

を念頭におきつつ分析、評価を進めていく。 

 

 

５－１－１ 移動体通信 

 

(1) 携帯電話は、既に加入者数が８０００万を超え、その増加率も逓減が続い

ている。急成長期にあったこれまでと、成熟期を迎えるこれからでは、事業

者間の競争関係も変化が予想される。特に、新規顧客の獲得を基軸とする事

業戦略が変化し、端末開発からコンテンツ提供まで電気通信事業者が主導し

てきたビジネスモデルも何かしら影響を受けることになろう。 

 

(2) もっとも、現状にあって、事業者間の競争がどの程度機能しているのかが

そもそも明らかではない。周波数の有限性などの制約があるためその市場へ

の新規参入は困難で、その状況を前提とした事業者間の競争が有効に機能し

ているのか、あるいはこれからどう変化していくのかは、今後の政策論議に

とっても大きな関心事である。 

 

(3) このため、次のような論点を意識しながら分析、評価を進める。 

 

① 料金 

・ 料金メニューの増大は明らかだが、値下げはどの程度生じているのか。

例えば、固定電話の料金低下に比べてどうか。 

・ 国際的な料金水準と比較してどうか。 

・ ＮＴＴ東西の加入電話・ＩＳＤＮ発携帯電話着の通話における発信側
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事業者（中継事業者を含む。）による料金設定の導入によって料金は低

下したか。 

 

② サービスレベルの競争 

・ MVNOによる競争の活性化が英国などでは顕著。サービスレベルでの

競争が日本ではなぜ限定的なのか。 

 

③ 番号ポータビリティ 

・ 番号ポータビリティは、競争の活性化要因としてどう働くか。例えば、

携帯端末が様々な機能を備えるようになると、それら機能の変更を伴う

ために、番号ポータビリティの効果が減殺されるのではないか。 

 

④ ３G普及に伴う変化 

・ ３Gの登場によりその能力を活かす魅力あるコンテンツ・アプリケー

ション充実が課題になっているが、定額制料金の導入は、ビジネスモデ

ルにどのような変化をもたらすか。例えば、電気通信事業者が自社や関

連会社でコンテンツやアプリケーションの開発・充実を進めることは、

コンテンツプロバイダ（以下「ＣＰ」という。）との関係にどのような

影響を及ぼすか。 

 

⑤ 公衆無線LANとの関係 

・ 公衆無線LANは、携帯電話のネットワークを利用したデータ通信サー

ビス等とどのように棲み分け、代替し、補完するのか。利用者ができる

だけ広い地域で利用でき、誰とでも通信できることが利用者にとって好

都合だが、事業者間のローミングや接続は、今後、円滑に進んでいくの

か。 

 

⑥ 携帯電話のＩＰ化 

・ 固定電話のＩＰ化に対して、携帯電話は、今後どうＩＰと向き合うの

か。例えば、固定電話と携帯電話は、これまで別々のネットワークとし

て構築されてきたが、基幹系の統合などが進む可能性がある。携帯電話

のサービス需給に対しＩＰ技術はどのような影響を与えることになるの

か。 

 

⑦ 法人利用 

・ 成熟する個人利用に対し、法人利用は開拓の余地の大きい分野の一つ

と目されているが、企業内ネットワークでの利用は、今後どのように進

展していくのか。 
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⑧ PHS 

・ PHSは、今後、どういう形でその需給が進展していくのか。 

 

 

５－１－２ ＩＰ電話 

 

(1) ＩＰ電話の需要と供給には、様々な諸条件が複雑に関係している。このた

め、利用者層や地域による需給構造の違いなどを多角的に分析し、踏まえな

がら、様々な政策決定が今後行われていくことになろう。 

機能・効用・料金が優れていれば、固定電話からＩＰ電話への移行が全国

的かつ急速に進む可能性があるが、現実にはサービスの供給側の諸事情等が

あって、移行の程度やスピードは、利用者層や地域によって一様でないと考

えられる。このような現状を背景に、固定電話を前提とした今日の諸制度に

も関係するその需給の構造や事業者の行動に関し、まず事実関係を明らかに

していくことが社会的合意形成を促すことになる。 

 

(2) ＩＰ電話は、現在はＡＤＳＬやＦＴＴＨに付随する標準的なサービスとし

てブロードバンド回線を用いたインターネット接続サービスと一体的に取引

されている。このため、次のような点の事実関係を明らかにしていく。 

① ブロードバンド回線を用いたインターネット接続サービス利用との相関

関係 

② ＩＰ電話のネットワークを構築・管理する事業者（卸事業者）と、卸事

業者のＩＰ電話ネットワークを基盤として借りて利用者にＩＰ電話を提供

する事業者（サービス事業者）との間の相互接続や卸の関係 

③ 法人におけるＩＰ電話の利用動向 

④ 個人におけるＩＰ電話の利用動向 

⑤ ブロードバンド回線を用いたインターネット接続サービスを利用しない

者へのＩＰ電話浸透の可能性 

⑥ ブロードバンド回線を用いたインターネット接続サービスを利用できな

い地域のＩＰ電話利用の可能性 

 

(3) 上述の点について事実関係を明らかにしていく際に、平成１６年度は、次

のような論点を意識しながら分析、評価を進める。 

 

① ＩＰ電話のネットワーク／サービス供給の構造 

ＩＰ電話では、QoS（Quality of Service：ネットワークのサービス品

質）を確保するためにインターネットとは異なるネットワークが構築され

ている。それは、どのような物理的、論理的なネットワークで、既存のイ
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ンターネット網や電話網とどのように関係しており、その関係は今後どう

なっていくのか。 

 

② ＩＰ電話のビジネスモデル 

ＦＴＴＨ等の普及は、ＩＰ電話の提供を一段と活発にしていくと予想さ

れるが、その両者の関係は今後どう変化していくか。 

 

③ 固定電話との代替 

ＩＰ電話は、固定電話と違う技術に立脚したサービスであるが、利用者

からすれば代替性の高いサービスとみなされ、代替が進むのか。仮に、代

替が本格化するとして、どういう利用者からどういう順にどういう期間を

経て移行していくか。 

 

 

５－２ 定性的要因の分析手順 

 

競争状況をめぐる認識をできるだけ共有化し、行政の透明性や予見可能性を

高めていくためには、定性的要因を分析し評価する際の手順や基準をできるだ

け定型化することが望ましい。平成１６年度の分析、評価は、このような点を

意識しながら進める。 
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６ 実施のスケジュール等 

 

(1) 基本方針と実施細目の意見公募 

改正基本方針（案）と平成１６年度実施細目（案）について平成１６年９

月６日から１０月１日までの間、広く意見を募集し、寄せられた意見等を踏

まえて、基本方針と実施細目を確定した。 

 

(2) アンケート調査の実施 

需要者（利用者）側からの情報収集の一環として行う個人向けアンケート

調査は、平成１６年９月～１０月にかけて行う。 

 

(3) 電気通信事業者への情報提出要請 

実施細目の確定を経て、関係する電気通信事業者に対する第一次調査を平

成１６年１０月に実施する。第二次調査は、適宜必要に応じ個別に要請する。 

 

(4) 公開会合等の開催 

平成１６年１０月１５日に関係事業者が参加できる形で公開会合を開催

した（別添４参照）。 

平成１７年５月には平成１６年度の競争評価を総括するための公開会合

を開催することとする。この他にも、適宜公開会合等を開催する。 

なお、詳細については別途周知する。 

また、「ＩＰ電話のネットワーク／サービス供給に関する研究会」を１０

月から開催する。議事や提供資料は、全て公開する。 

 
(5) データブックの策定・公表 

  収集した情報は、加工、編集の上、平成１７年１月末を目処に公表する。 

 

(6) 評価結果の公表等 

平成１６年度の競争評価案を平成１７年３月末までに公表し、意見公募す

るよう努める。意見公募の結果を踏まえて、速やかに確定、公表する。
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別 紙 

サービスの供給構造 

 

１ インターネット接続 

 

(1) ＩＳＰのネットワークは、利用者を収容するためのアクセス回線を提供す

る事業者のネットワークや他のＩＳＰのネットワークと接続してはじめて、

国内外のインターネット網の一部を構成するようになる（図Ａ参照）。平成１

６年度の競争評価では、平成１５年度と同じく、インターネット接続サービ

ス及びインターネット接続回線サービスについても取り上げる。特に、利用

者宅からＩＳＰのアクセスポイントまでの間をＡＤＳＬ、ＦＴＴＨ、ＣＡＴ

Ｖインターネットなどの高速・超高速のブロードバンド回線を用いるインタ

ーネット接続回線サービスを注視する。 

 

図Ａ インターネット接続のためのネットワーク構築の方法（イメージ図） 

◎：アクセスポイント（ＡＰ） 

 

                       ()     ◎ 

◎       

                (利用者宅)                ◎ 

                                                      

 

ネットワーク構築の方法 アクセス網 自社網内 他社網 

ⅰ)自社設備    

自ら伝送路設備を設置

し（ＩＲＵを含む）、そ

れにルータ等の設備を

接続。 

 

ⅱ)卸/相互接続 

・他の電気通信事業者から

電気通信役務の提供を受

け、それにルータ等の設

備を接続。 

・他の電気通信事業者のダ

ークファイバ等の伝送路

設備を接続により調達

し、それにルータ等を接

続。 

インターネット接続回線

サービス 

 

ＩＳＰの設置するＡＰに

接続してインターネット

接続サービスの提供を受

けるために必要なサービ

ス（ダイヤルアップ、常時

接続ＩＳＤＮ、ＣＡＴＶイ

ンターネット、ＡＤＳＬ、

ＦＴＴＨ、ＦＷＡ等）。利

用者がアクセス回線を事

業者から購入。 

インターネット接続サー

ビス 

 

利用者によるインターネ

ットとの接続のためのＡ

Ｐを設置してそのＡＰよ

りＩＳＰ側にネットワー

クを構築し、利用者のパケ

ットをインターネットと

の間で疎通するサービス。

利用者がＩＳＰから購入。

・トランジット 

・ピアリング 

 

 

 

 

 
網内 

他 ISP 

他 ISP 

上
位
Ｉ
Ｓ
Ｐ
に
接
続 

 
◎ 

 
◎ 

 
◎ 



- 26 - 

(2) ＩＳＰの幹線系の部分では、他の電気通信事業者の専用サービスや広域イ

ーサネット・ＩＰ－ＶＰＮ等のデータ通信サービスを調達して自らのネット

ワークを構築するほか、他のＩＳＰと相互に接続することで、利用者のイン

ターネットへの接続性を確保する（図Ｂ参照）。その際に次のような取引が行

われている。 

 

① インターネットへの接続性の確保（トランジット） 

インターネットのバックボーンネットワークの構築は、最終的にはいわ

ゆるＴＩＥＲ１4のＩＳＰへのトランジット5を確保して完成する。ＴＩＥ

Ｒ１以外のＩＳＰは、インターネットへの接続性を確保するため他事業者

からトランジットを調達している。このＴＩＥＲ１や米国内の有力バック

ボーン事業者から直接にトランジットを購入するＩＳＰが一次プロバイダ

と呼ばれており、この一次プロバイダからトランジットを買って事業を行

う者が二次プロバイダである。 

 

② ルーティングの合理性の確保（ピアリング） 

トラフィックが大量に疎通するＩＳＰ間では、相手からのトラヒックを

自身からのトラヒックと同等とみなし接続料を相殺するようなことが行わ

れていて、その内容は、両者の接続協定に定められている。相互疎通のた

めのピアリング（電気通信事業法上は相互接続）は、各ＩＳＰがそれぞれ

に定めたピアリングポリシーを基にＩＳＰ間で個別に交渉、合意されてい

る。 

 

③ ＩＸ6 におけるトランジット／ピアリング 

トランジットとピアリングは、ＩＳＰ間で合意した任意の地点のほか、

ＩＸでも行われている。ＩＸは、各ＩＳＰのバックボーンの物理的な接続

を目的にしていて、その建物内には接続用のポートが電気通信設備として

備えられている。トランジット／ピアリングでは、集積効果が大きいので、

東京都心の特定のビルに集中する傾向がある。 

                                                  
4  他の上位ＩＳＰに頼ることなく、自らのコントロールできる世界規模のネットワークを保有

しているＩＳＰのグループ。そのネットワーク上に集めるトラフィックの多さから、互いには無

料で接続し合っている。 
5 ＩＳＰが同業他社に提供するパケット中継サービス。 
6  Internet Exchange＝異なるＩＳＰに契約している加入者の通信を可能とするための、ＩＳ

Ｐ間を相互に接続する接続点。 
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図Ｂ ＩＳＰの接続性の確保 

海外ＩＳＰ
（VERIO, C&W, WilTel, 

MCI 等）

大手ＩＳＰ
ＩＸ

(JPIX,JPNAP,
DIX-IE,NSPIXP3,

MEX等)

地域ＩＸ
（M-IX等）

ＩＳＰ

ＩＳＰ

ＩＳＰ

ＩＳＰ

大手ＩＳＰ
（NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ、KDDI、
IIJ、C&WIDC、等）

大手ＩＳＰ
（アジアネットコム
ジャパン 等）

ＩＳＰ

海外への接続

海外への接続

上位ＩＳＰへの接続

海外への接続
上位ＩＳＰへの接続
ＩＸへの接続
地域ＩＸへの接続
利用者の収容

インターネット接続サービスの利用者  
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２ 移動体通信のサービス供給構造 

  

２－１ 携帯電話 

 

(1) サービスの沿革 

かつての電電公社が昭和５４年に自動車電話サービスを開始して以来、①

通信サービスの高度化、②端末の小型化・軽量化、③料金の低下などが進み、

携帯電話の利用者は増加し続けてきた。特に、平成６年の携帯電話端末の売

り切り制の導入などを契機に、利用者数は飛躍的に拡大を続け、平成１３年

には、固定電話の契約回線数を上回り、平成１６年７月末現在では、８３１

５万に達している。 

携帯電話事業のためには無線局免許が必要であり、周波数は有限であるた

め免許可能な事業者は限られる。しかし、昭和６３年には日本移動通信（Ｉ

ＤＯ）が、平成元年以降には第二電電（ＤＤＩ）系のセルラー各社が、平成

４年以降には日本テレコムやＪＲ等が出資するデジタルホン各社、第二電電

等が出資するツーカー各社（ツーカーセルラー、ツーカーホン）及び日本テ

レコムと日産自動車が共同出資するデジタルツーカー各社が第一種電気通信

事業の許可を取得し、多数の事業者が参入した。 

平成４年にＮＴＴの移動通信事業部門が分離され、平成５年にＮＴＴ移動

通信網（平成１２年にＮＴＴドコモに社名変更）とその子会社である８つの

地域会社（関東地方はＮＴＴ移動通信網がサービスを提供するため９社によ

り全国をカバー）が設立され、携帯電話は、ＮＴＴ移動通信網（中央、北海

道、東北、北陸、東海、関西、中国、四国、九州）９社、ＩＤＯ、セルラー

（北海道、東北、北陸、関西、中国、四国、九州、沖縄）８社、デジタルホ

ン（東京、東海、関西）３社、ツーカー（東京、東海、関西）３社、デジタ

ルツーカー（北海道、東北、北陸、中国、四国、九州）６社の計３０社によ

って提供されるようになった。 

その後、事業者再編によって、現在は、１５社が携帯電話サービスを提供

しており、１５社の内訳は次のとおりである。その全体像を図Ｃに示す。 

 

① ＮＴＴドコモ北海道、ＮＴＴドコモ東北、ＮＴＴドコモ、ＮＴＴドコモ

北陸、ＮＴＴドコモ東海、ＮＴＴドコモ関西、ＮＴＴドコモ中国、ＮＴＴ

ドコモ四国、ＮＴＴドコモ九州の９社（以下「ドコモグループ」という。） 

② KDDI、沖縄セルラーの２社（以下「auグループ」という。） 

③ ボーダフォン 

④ ツーカーセルラー東京、ツーカーセルラー東海、ツーカーホン関西の３

社（以下「ツーカーグループ」という。） 
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図Ｃ 携帯電話事業者の全体像 
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(2) サービスの類型 

これらの事業者が提供している携帯電話サービスは、いずれの場合も①電

話サービス、②パケット通信サービス、の２つに大別できる。利用者の携帯

電話端末と各社のサービス提供エリアに設置した無線基地局設備との間に設

定される契約者回線部分と、無線基地局設備と移動加入者系交換局やデータ

センター、他の事業者と接続するためのＰＯＩ（Point Of Interface：相互

接続点）等との間を結ぶ中継回線部分を合わせたネットワークを介して利用

者の携帯電話端末への発着信が確保されている。最近では、社内では内線用

のＩＰ電話、社外では通常の携帯電話として利用できるような携帯電話端末

やサービスも導入され始めている。 

 

① 電話サービス 

携帯電話の契約回線数は、固定電話のそれを大きく上回り、国民にとっ

てもっとも身近な電気通信サービスになっている（１．３人につき１台、

１５歳以上の人口で換算）。現在、携帯電話各社は、他社の提供する携帯電

話・ＰＨＳ、固定電話（０ＡＢ～Ｊ番号）、ＩＰ電話（０５０番号、０ＡＢ

～Ｊ番号）との間での相互接続しており、これらの端末相互間での発着信

はもちろん、国際通話の発着信も実現している。 

 （※）回線交換方式のデータ通信は、電話サービスに含まれる。 

 

② パケット通信サービス 

   パケット通信サービスの主な利用シーンには、ブラウザを搭載した携帯

電話端末によるインターネット接続サービス（ブラウザフォンサービス）

がある。このほか、ビジネスマン等が社外から社内ネットワークへ接続す

る際のアクセス回線として利用するほか、個人利用者が屋外でインターネ

ット接続の際のアクセス回線としても利用している。 

 

(3) 携帯電話端末インターネット接続サービス（ブラウザフォンサービス） 

携帯電話によって電子メール送受信やウェブ閲覧ができるサービス（ｉ

モード）をＮＴＴドコモが平成１１年２月に開始して以来、他の事業者も

同様のサービスを提供してきている。現在では、携帯電話端末のほとんど

がこのようなブラウザフォン機能を有している。 

各事業者のブラウザフォン機能によって利用できるウェブサイトは、各

事業者がその内容について基準を設けるなどして編成にかかわっているサ

イト（いわゆる「公式サイト」）と、それ以外のサイト（いわゆる「非公式

サイト」）に大別できる。各事業者は、一般に、公式サイトのみを自社のポ

ータルのコンテンツメニューリストに掲載し、利用者がＵＲＬをいちいち

入力しなくても容易にアクセスできるようにしている。各公式サイトのコ
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ンテンツ等が有料の場合には、各事業者が利用料金等の回収代行を行って

いる。この料金回収代行によって各事業者がＣＰ等から受け取る手数料（以

下「料金回収代行手数料」という。）は、携帯電話事業そのものの収入では

ないが、携帯電話事業者にとって一定の収入源となっている。ＣＰにとっ

ては、公式サイトとして認められ、コンテンツメニューリストの上位に位

置してもらうことが安定的な収入につながり、一方の携帯電話事業者にと

っては、利用者のニーズに合った魅力あるコンテンツをリストに上げるこ

とでトラヒックが拡大し、通信料収入が増大するという関係が続いてきた。 

 

(4) コンテンツビジネスの伸長 

ブラウザフォンを利用したモバイルインターネットは、携帯電話の契約回

線数の増加、メール利用の普及、インターネット標準技術を採用したテキス

ト画像情報の増大などが相まって相乗的に利用を拡大してきた。コンテンツ

ビジネスもそれとともに拡大してきたが、ＰＣ上のインターネットでは成立

し得なかったビジネスモデルがモバイルインターネットで成立していること

が特徴である。 

すなわち、日本のモバイルインターネットは、コンテンツの認定から、コ

ンテンツポータル、ＩＳＰ、ネットワーク、端末に至るまで電気通信事業者

が垂直統合的に展開してきたところに大きな特徴がある。このため、モバイ

ルコンテンツビジネスには、携帯電話事業者の影響が強く及んできた。携帯

電話事業者は、基本的に自身の責任でコンテンツを認定して諸機能を提供し

ているので、ＣＰのビジネスモデルにも影響が及ぶ。ＣＰにとってはビジネ

スの成否が携帯電話事業者に左右される結果となり、その傘下で享受する利

益が大きい分、傘下にいない事業者の不満にもつながっていた。 

モバイルインターネットは、ＰＣのインターネットと比較すると、次のよ

うな特徴がある。これらの特徴がＣＰにとって魅力となり、携帯電話事業者

とＣＰの相互の発展を支えてきた。もっとも、３Ｇの普及によってコンテン

ツに求められる内容が質的に変化し製作コストが上昇する一方で、定額料金

制の導入でコンテンツへのアクセスがパケット通信料収入の上昇に直結しな

いといった状況変化が生じている。今後の携帯電話事業者とＣＰの関係にも

影響があると予想される。 

 

① 料金回収代行の存在 

携帯電話事業者が、利用者に対して月々の通話料、データ通信料を徴収

する際に、ＣＰのコンテンツ利用料をＣＰに代わってコンテンツ利用者か

ら徴収する。かつては、「公式サイト」のみが対象であったが、事業者によ

っては「非公式サイト」の一部にも対象を拡げている。このような課金方

法が利用者に支持されている理由としては、 
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・携帯電話事業者や端末に対する信頼 

・通信料と一体で徴収される簡便性 

・世帯単位や法人単位ではなく契約の個人帰属 

といったことが考えられる。 

 

② ユーザＩＤの利用  

携帯電話事業者は、一人一人の利用者に対して電話番号等と結びついた

唯一の認証ＩＤを発行している。携帯電話事業者がＣＰにこのユーザ IDを

「公式サイト」及び携帯電話事業者が選定した「非公式サイト」のみに提

供している。 

ユーザＩＤは、利用者が身分証明書などを提示して携帯電話事業者と契

約した情報に基づいているため、ユーザ認証の機能を果たしている。この

ため、ＩＤやパスワードをいちいち入力するようなことをしなくても信頼

性が高い利用者の認証が可能になる。端末に依存するいわゆるハードＩＤ

は、利用者が端末を買い換える度に変わってしまうが、ユーザＩＤは、電

話番号等が変わらない限り変わらず、同一顧客として管理できる。 

 

③ キャリアポータルメニューの存在 

ＣＰは、自らのコンテンツを利用者に知ってもらわないことにはビジネ

スにならない。携帯電話事業者のポータルメニューの上位に掲載されてい

るコンテンツのＣＰは、携帯電話事業者が自社の製品・サービスの販売を

促進すると結果的に恩恵を受けることになる。 

 

(5) ２Ｇと３Ｇ 

現在提供されている携帯電話サービスは、その用いる技術方式より、第二

世代（２Ｇ）と第三世代（３Ｇ）の２つに大別できる。２Ｇとは、第一世代

であるアナログ携帯電話に続くデジタル携帯電話の世代であり、我が国では、

ＰＤＣ方式と cdmaOne方式がある。また、３Ｇとは、ＩＴＵが標準化した

ＩＭＴ－２０００規格に準拠したサービスであり、２Ｇに比べて１４４Ｋｂ

ｐｓ以上の高速性等を特徴とする。大容量のゲームコンテンツのダウンロー

ドやテレビ電話など２Ｇでは難しかった各種サービスが３Ｇでは容易に実現

できる。２Ｇと３Ｇは通信規格が異なるため、どちらのサービスを利用する

かで端末の機能は大きく変わる。 

 

(6) アプリケーションの高度化 

ブラウザフォンによるモバイルインターネットは、IP端末ではない携帯電

話機が端末である。このため、携帯電話事業者のゲートウェイサーバと呼ば

れるサーバを介してデータ通信サービスの変換を行い、インターネット網と
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移動体通信網を結んでいる。このようなゲートウェイサーバに様々な機能を

集積することが高機能でインテリジェントなネットワークの形成とビジネス

モデルの成功につながってきた。 

商取引にあっては、程度の差こそあれ、端末、利用者本人、コンテンツの

認証が欠かせない。携帯電話のネットワークについては、これらの認証機能

を一定程度備えていて、通信サービス上に様々なアプリケーションを提供す

ることができる点でＰＣ上のインターネットと違っている。認証を効果的に

組み合せることで、コンテンツ料金の課金代行サービス、セキュリティ、コ

ンテンツ利用管理などが実現している。 

このような機能をＣＰに対してオープンに利用できるようにし、ＣＰの市

場参入を容易にし活発にする要求がかねてＣＰの側に根強いが、一方でコン

テンツ・サービスの高度化のため携帯電話事業者が志向する方針でもある。

3G では、技術的にはより高度で、映像などを含むリッチなコンテンツをよ

り便利に提供することが技術的に可能だが、ＣＰが高度なアプリケーション

を開発、提供するには、携帯電話事業者が持つユーザ情報、端末利用情報、

利用位置情報、UIMカードによる認証機能、課金機能などを、ある程度自由

に使えることが望ましく、そうすれば、端末やサービスの魅力向上にもつな

がる。個人情報保護、セキュリティといった問題と密接不可分な問題なので、

ことは単純ではないが、これらの関係者が今後どのようなビジネスモデルを

作り上げていくのかは、市場の競争状況にも影響するだろう。 

インテリジェントネットワークの先行事例として成功したモバイルイン

ターネットは、３G でさらに大きく発展していくことが期待されているが、

蓄積･増強されたプラットフォーム的機能がいかに広く社会的な基盤として

利用されていくかが課題である。本格的なブロードバンド化、ユビキタス化

の時代に向けて、モバイルインターネットが、移動体通信サービスとモバイ

ルコンテンツビジネスのみの基盤から、より広い社会生活・産業経済の基盤

へと進化するための課題であり、このような基盤の形成において携帯電話事

業者がどのような社会的役割を果たしていけるのかは市場の競争状況を分析

する上で重要な関心事であり、また、競争政策に対する一つの示唆である。 

 

(7) 呼の流れ 

固定電話では、０３であれば東京、０６であれば大阪など、電話番号によ

って利用者の位置が分かるようになっているが、携帯電話の電話番号からは、

利用者の位置は分からない。そのため、携帯電話から固定電話に通話すると

きには、着信側（固定電話）から最も近いＰＯＩで固定電話事業者と接続し

（以下「着近端」という。）、逆に固定電話から携帯電話に通話するときは、

原則、発信側（固定電話）から最も近いＰＯＩで携帯電話事業者と接続する

（以下、「発近端」という。）という仕組みになっている（図Ｄ参照）。着信す
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る携帯電話番号の事業者コード（「０９０―ＣＤＥＦ―ＧＨＪＫ」のＣＤＥコ

ード）に基づき着信利用者の契約事業者を判別し、当該地域までルーティン

グする。携帯電話から他事業者の携帯電話、ＰＨＳ、ＩＰ電話への通話に関

しても、原則、発近端であるが、着信端末によっては固定電話発携帯電話着

と同様、ＣＤＥコードに基づくルーティングが行われる場合がある。 

 

図Ｄ 携帯電話・固定電話に発着する呼の流れ 

［類型１：着近端接続］

利用者Ａが契約する事業者
ＸＡのネットワーク

利用者Ａが契約する事業者
ＸＡのネットワーク

利用者Ａ

発信者

利用者Ｂが契約
する事業者ＸＢ
のネットワーク

利用者Ｂが契約
する事業者ＸＢ
のネットワーク

利用者Ｂ

着信者

［類型２：発近端接続］

利用者Ｃが契約
する事業者ＹＣ
のネットワーク

利用者Ｃが契約
する事業者ＹＣ
のネットワーク

利用者Ｃ

発信者

利用者Ｄが契約する事業
者ＹＤのネットワーク

利用者Ｄが契約する事業
者ＹＤのネットワーク

利用者Ｄ

着信者

この区間が最短で接続

この区間が最短で接続

（呼の流れ）

（呼の流れ）

 

  

(8) 料金 

利用者の裾野の広がりやパケット通信の普及に伴い、各事業者は、さまざ

まな料金プラン（割引プランを含む。）を設けるなどして顧客ニーズへの対応

や新規顧客の開拓を進めてきた。その結果、料金プランはいずれの事業者も

多様になっている。このような料金の多様化は、多様な利用者のニーズに応

えてはいるものの、簡単に料金比較ができないほどの側面も指摘されている。 

料金の回収には、①利用後に通信料等を支払うポストペイドと②利用前に

利用限度額が決まったカード等を購入するプリペイドがあるが、我が国では

ポストペイドが中心である。 

また、通信料の料金設定事業者は、表Ａのように通話先によって異なって

いる。利用者に対していくら料金を請求するのかは、それぞれの通話形態ご

とに「料金設定事業者」が定め、「料金設定事業者」ではない事業者は、料金

設定事業者から接続料を受け取る等の事業者間精算を行っている（図Ｅ参照）。

料金請求は、発信事業者が行うことが通例となっている。 
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なお、国内のローミングサービスの場合には、ローミングサービスを提供

する事業者の契約約款によるのが通例である。 

 

表Ａ 主な通信の種類別の料金設定の状況 

発信 着信 料金設定事業者 

携帯電話（Ａ） 携帯電話（Ｂ） 携帯電話（Ａ） 

携帯電話 固定電話、ＩＰ電

話、ＰＨＳ 

携帯電話 

固定電話 

（ＮＴＴ東西の加

入電話・ＩＳＤＮ） 

携帯電話 発信する際に付加する事業者識

別番号を持つ事業者 

※事業者識別番号をダイヤルし

ない場合は、携帯電話 

固定電話 

（ＣＡＴＶ電話、

直収電話等） 

携帯電話 固定電話 

（ＣＡＴＶ電話、直収電話等）

ＩＰ電話 携帯電話 ＩＰ電話 

ＰＨＳ 携帯電話 ＰＨＳ 

（※）料金請求は、発信側事業者から利用者に対して行われる。ただし、固定電話発携帯電

話着で事業者識別番号をダイヤルする場合は、事業者識別番号を持つ事業者から料金

請求が行われる。 
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図Ｅ 通信の種類毎の料金設定及び事業者間精算 

［類型１：発信事業者側が料金設定］

事業者ＸＡ
事業者ＸＡ

利用者Ａ

発信者

事業者ＸＢ
事業者ＸＢ

利用者Ｂ

着信者

事業者ＸＢの接続料α円

利用者Ａが支払う料金β円

［類型２：着信事業者側が料金設定］

事業者ＹＣ
事業者ＹＣ

利用者Ｃ

発信者

事業者ＹＤ
事業者ＹＤ

利用者Ｄ

着信者

事業者ＹＣの接続料γ円

利用者Ｃが支払う料金ε円

（呼の流れ）

（呼の流れ）

料金設定

料金
設定

β円 α円

ε円 （ε－γ）円

 

 

 

(9) ローミング 

自社の業務エリアが全国でない事業者は、他の事業者とローミング契約を

結ぶことにより、自社の契約者が、自社の業務エリア外でも携帯電話サービ

スを受けられるようにしている（図Ｆ参照）。ローミング契約は、日本国内に

限られない。国外事業者とのローミング契約により、自社の契約者は、外国

でも携帯電話サービスの提供を受けられるようになる（図Ｇ参照）。携帯電話

事業者は、他事業者とローミング契約を締結することで、業務エリア外に自

ら基地局等を設置せずに自社の契約者が利用できるエリアを拡大できる。 
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図Ｆ 携帯電話・ＰＨＳにおけるローミングのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ｇ 携帯電話の国際ローミングのイメージ 
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事業者Ａのネットワーク
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事業者Ｃのネットワーク

事業者Ａがローミングアウト契
約をしている事業者Ｂのネット

ワーク

事業者Ａがローミングアウト契
約をしている事業者Ｂのネット

ワーク

事業者Ａの業務エリア

普段の通話

ローミングサービス
利用時の通話

ローミングサービス利用時には、
事業者Ａで利用者を認証

事業者Ａの業務エリア外
（事業者Ｂの業務エリア）

自らが契約している
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（事業者Ｂの業務エリア）

［日本］ ［外国］

（外国へ出張）

Ａ氏
（事業者Ｘの契約者）

日本の携帯電話
事業者 Ｘ

日本の携帯電話
事業者 Ｘ

外国の携帯電話
事業者 Ｙ

外国の携帯電話
事業者 Ｙ

（日本へ出張）

Ｂ氏
（事業者Ｙの契約者）

ローミング契約

日本でもＸの網を利用して通話が可能（通話料
はＹが設定。ＹはＸに網使用料を支払う。）

外国でもＹのネットワークを
利用して通話が可能（通話料
はＸが設定。ＸはＹに網使用
料を支払う。）

Ｘの料金

Ｙの料金

Ａが外国で使用
したＹ網使用料

Ｂが日本で使用
したＸ網使用料

［日本］ ［外国］

（外国へ出張）

Ａ氏
（事業者Ｘの契約者）
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事業者 Ｘ
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日本でもＸの網を利用して通話が可能（通話料
はＹが設定。ＹはＸに網使用料を支払う。）

外国でもＹのネットワークを
利用して通話が可能（通話料
はＸが設定。ＸはＹに網使用
料を支払う。）

Ｘの料金

Ｙの料金

Ａが外国で使用
したＹ網使用料

Ｂが日本で使用
したＸ網使用料
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(10) 伝送路設備 

携帯電話事業者は、利用者の携帯電話端末と無線基地局設備との間の契約

者回線区間（無線区間）、無線基地局設備と移動加入者系交換機との間や移動

加入系交換機と関門交換機等との間の中継回線区間によりネットワークを構

成している（図Ｈ参照）。契約者回線区間については使用する周波数帯の無線

局免許を取得し、中継回線区間は、自ら設置するほか、NTT東西や電力系事

業者などの専用回線やダークファイバを卸電気通信役務や相互接続により調

達してネットワークを構築している。 

 

図Ｈ 携帯電話のネットワーク構成（イメージ） 

他の携帯電話事業者
のネットワーク

他の携帯電話事業者
のネットワーク

基地局 基地局

携帯電話事業者の
加入者交換機

携帯電話事業者の
加入者交換機

自設又は他事業者の卸サービス

携帯電話事業者のネットワーク
携帯電話事業者の
関門交換機

NTT東西の
ネットワーク

NTT東西の
ネットワーク

 

 

 

(11) 携帯電話端末との関係 

利用者は携帯電話サービスの申込みをする際には、携帯電話サービスの

役務契約のほかに端末を購入することになる。携帯電話サービスは、ネッ

トワークサービスの内容と端末の仕様とが密接不可分に関係しており、利

用者は求めるネットワークサービスの内容によって端末を選択することに

なる。また、テレビ・ラジオ受信機能、ゲーム等の携帯アプリ機能、FeliCa

機能などのネットワークサービスに直接関係しない機能が具備されている

端末もあり、利用者は求める機能によっても端末を選択することになる。 

 



- 39 - 

 

(12) 販売代理店との関係 

最終利用者（特に個人）からの新規申込みを受け付け、端末を販売する

のは、各事業者の専売ショップ（キャリアショップ）や携帯電話事業者か

ら携帯電話サービスの新規契約の獲得を委託された代理店である。携帯電

話事業者は、端末メーカーから端末を購入し代理店に販売する。代理店に

対しては、最終利用者が締結する携帯電話サービス契約の内容に応じた販

売手数料やインセンティブが支払われている。各代理店は、各事業者から

の販売手数料やインセンティブを考慮して端末の販売価格を決定している

ので、製造コストに比べて著しく安価な価格で販売されている実態がある。

このような端末販売の仕組みは、端末の更新を促し、高度なサービスの普

及を後押ししてきた面があるが、インセンティブ分を通信サービスで回収

するビジネスモデルになるなど、サービス内容や事業経営戦略にも大きく

影響している。 

 

 

２－２ ＰＨＳ 

 

(1) サービスの沿革 

ＰＨＳ事業では、基地局を開設する際に無線局免許が必要で、周波数が有

限なのでＰＨＳサービスを提供できる事業者は限られている。 

ＰＨＳは、家庭やオフィスなどの電話の子機を屋外でも利用できるように

するとの発想で、日本独自の技術として開発されたサービスであり、平成７

年に、ＮＴＴパーソナルグループ、ＤＤＩポケットグループ、アステルグル

ープによって、サービスが開始された。その後、事業者再編によって、平成

１６年８月末現在、１７社（事業廃止予定を発表している事業者を除く。）が

ＰＨＳサービスを提供しており、現在のＰＨＳ事業者１７社の内訳は、次の

とおりである。その全体像は、図Ｉに示す。 



- 40 - 

図Ｉ ＰＨＳ各社の全体像 

東京通信
ﾈｯﾄﾜｰｸ

ｴﾈﾙｷﾞｱ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

（旧中国通信ﾈｯﾄﾜｰｸ）

北海道総合通信網

東北ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ通信

鷹山

北陸通信ﾈｯﾄﾜｰｸ

ケイ・オプティコム

九州通信ﾈｯﾄﾜｰｸ

ＳＴＮｅｔ

（旧四国情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸ）

アステル北海道

アステル東北

アステル東京

アステル北陸

アステル中部

アステル関西

アステル沖縄

アステル中国

アステル四国

アステル九州

ＤＤＩポケット電話
地域会社９社

旧
ア
ス
テ
ル
グ
ル
ー
プ

ＮＴＴパーソナル
グループ

ＮＴＴドコモ９社
（旧ＮＴＴ移動通信網）

H7 事業許可 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16

廃止
(H16.3)

廃止
(H16.5)

音声のみ
廃止予定

(H16.9)

新規加入
受付停止
(H16.7)

廃止
(H15.11)

ﾏｼﾞｯｸﾒｰﾙ
（旧東京ﾃﾚﾒ）

中部ﾃﾚｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

中国情報ｼｽﾃﾑｻｰﾋﾞｽ

ＤＤＩポケット

(H12.1)

(H13.4)

(H14.3)

(H15.7)
(H13.10)

(H12.11)

(H12.11)

(H14.10)(H14.8)(H11.4)

(H12.9)

(H11.11)

(H10.12)

(H13.12)

音声のみ
新規加入
受付停止
(H16.5)

新規加入
受付停止
(H16.5)

DDIとの共同
事業へ移行
予定
(H16.1)

 

 

① ドコモグループ ９社 

② ＤＤＩポケット 

③ 東北インテリジェント通信、鷹山、中部テレコミュニケーション、ケイ・

オプティコム、エネルギア・コミュニケーションズ、ＳＴＮｅｔ、アステ

ル沖縄の７社（以下「アステルグループ」という。） 

 

 

(2) サービスの特性（携帯電話との比較） 

ＰＨＳは、サービス開始当初は、携帯電話に比べて、①料金（端末価格、

基本使用料、通話料）が低廉、②データ通信の速度が高速、③端末が小型な

どの利点があった。また、基地局が安価であるため携帯電話の電波が届かな

い地下街などに基地局を設置しやすかったこともあり、携帯電話のカバーエ

リアとの差別化を図ることができた。しかし、携帯電話サービスの高度化・

カバーエリア拡大や携帯電話端末の高機能化・小型化などに伴い、こうした

ＰＨＳと携帯電話の差は縮まりつつある。 

一方、サービス開始当初は、１つの基地局のカバーエリアが小さいために
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サービスエリアの拡大が難しく、また、ハンドオーバー7時に通信が途切れる

ため移動時の通信品質が安定しないという問題があったが、現在では、ハン

ドオーバーの所要時間もサービス開始当初よりも大幅に短縮され、また複数

の基地局と同時に交信する方式により高速移動中の通信を可能にする仕組み

もある（図Ｊ参照）。 

 

図Ｊ ハンドオーバーのイメージ 

携帯電話／ＰＨＳ事業者のネットワーク携帯電話／ＰＨＳ事業者のネットワーク

基地局Ａ

基地局Ａのカバーエリア

基地局Ｂ

基地局Ｂのカバーエリア

基地局Ａで通信

基地局Ｂで通信

基地局Ａで通信から基地局Ｂで通信に変更

基地局を自動的に切替え
（ハンドオーバー）

 

 

(3) ネットワークの構造 

ＰＨＳ事業者は、ＮＴＴ東西のＩＳＤＮ回線と接続して自社のネットワー

クを構成する事業者（ＮＴＴ依存網型ＰＨＳ）が多いが、一部の電力系事業

者は自社のＩＳＤＮ回線を利用してネットワークを構築している（独自網型

ＰＨＳ）（図Ｊ参照）。 

ＤＤＩポケット、ドコモグループ、アステル（鷹山、ケイ・オプティコム、

エネルギア・コミュニケーションズ、アステル沖縄）はＮＴＴ依存網型であ

り、アステル（中部テレコミュニケーション、ＳＴＮｅｔ、東北インテリジ

ェント通信）は独自網型である。 

どちらのタイプの事業者も、無線基地局は、自ら設置している。なお、無

線区間では携帯電話では事業者ごとに異なる周波数を用いているのに対し、

ＰＨＳでは各事業者が使用する周波数は制御チャネルの周波数を除き同じで

あるが、無線基地局の機能として、使用されていない周波数帯を自動的に選

                                                  
7 携帯電話やPHSの端末が、接続する基地局を切り替えること。 
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択して通信を可能にする機能が備えられている。 

また、ネットワーク部分をＮＴＴ東西や電力系事業者のＩＳＤＮ網を用い

ていることから、ＰＨＳ端末に発着する通話は、ＩＳＤＮ端末に発着する通

話と、原則、同じルーティングとなっている。 

 

図Ｋ ＰＨＳのネットワーク構成（イメージ） 

 

（１）ＮＴＴ依存網型ＰＨＳ （２）独自網型ＰＨＳ

凡例： ＮＴＴ東西のネットワーク
凡例： ＮＴＴ東西のネットワーク

電力系事業者のネットワーク

ＮＴＴ東西のＩＳＤＮ網 ＮＴＴ東西の加入電話網電力系事業者のＩＳＤＮ網

市外交換機 市外交換機

市外交換機 市外交換機

市内交換機 市内交換機

市内交換機 市内交換機

基地局 基地局 基地局

基地局 基地局

ＰＨＳのシステム ＰＨＳのシステム

ＩＳＤＮ回線

 
 

 

 

(4) 料金 

ＰＨＳの料金プランは、携帯電話と同じく多様であり、基本料に一定の通

話料がバンドルされた料金体系が一般的になっている。 

また、ＰＨＳに発着する通話の料金は、表Ｂに示したとおり、原則、発信

側事業者により料金設定及び料金請求が行われる。本年４月より始まったＮ

ＴＴ東西の加入電話・ＩＳＤＮ発携帯電話着の事業者識別番号をダイヤルし

ての通話は、ＮＴＴ東西の加入電話・ＩＳＤＮ発ＰＨＳ着の通話では実現で

きていない。 
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表Ｂ 主な通信の種類別の料金設定の状況 

発信 着信 料金設定事業者 

ＰＨＳ（Ａ） ＰＨＳ（Ｂ） ＰＨＳ（Ａ） 

ＰＨＳ 固定電話、ＩＰ電

話、携帯電話 

ＰＨＳ 

固定電話 

（ＮＴＴ東西の加

入電話・ＩＳＤＮ） 

ＰＨＳ ＰＨＳ  

固定電話 

（ＣＡＴＶ電話、

直収電話等） 

ＰＨＳ 固定電話 

（ＣＡＴＶ電話、直収電話等）

ＩＰ電話 ＰＨＳ ＩＰ電話 

携帯電話 ＰＨＳ 携帯電話 

 

 

(5) その他 

ＰＨＳについても、携帯電話について「(2)サービスの類型（※）」、「(8)

ローミング」、「(10)携帯電話端末との関係」、「(11)販売代理店との関係」で

記述したことと同様のことが言える。 

（※）ＰＨＳによるデータ通信には、回線交換方式によるものとパケット交換方式によるもの

がある。また、ＰＨＳ端末を用いたブラウザフォンサービスでは、パソコン向けウェブ

サイトをそのまま閲覧することが可能なものもある。 

 

 

２－３ ＭＶＮＯ 

 

 他の事業者の携帯／ＰＨＳサービスに付加価値をつけて移動通信事業を展開

するＭＶＮＯという事業者も存在している。 

 ＭＶＮＯは、ＰＨＳ事業者又は携帯電話事業者（ＭＮＯ）から、卸電気通信

役務又は契約約款ベースで電気通信サービスの提供を受け、自らの得意分野を

活かして最終利用者に付加価値を付けてサービスを提供している。ＭＶＮＯに

よって得意分野は異なるので、そのサービス内容は、一様ではない。 

 なお、ＭＮＯから契約約款ベースで電気通信サービスの提供（通常のボリュ

ームディスカウントなどによる提供）を受け、付加価値を付けずに最終利用者

に小売している事業者も存在しているが、このような事業者をＭＶＮＯとして

取扱うことはしない。 
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２－４ 公衆無線ＬＡＮ 

 

(1) サービスの特徴 

公衆無線ＬＡＮサービスは、飲食店、駅、空港など公共の場所で、利用者

が無線によってインターネットや企業内ネットワークへの接続を可能とする

アクセスサービスで、平成１４年頃からサービス提供が始まった。 

無線ＬＡＮの基地局には、社内の従業員や宅内の家族のみの利用を前提と

したものと、公共の場所（飲食店などを含む。）でのオープンな利用を前提と

したものがあり、平成１６年度競争評価では、後者を公衆無線ＬＡＮとして

取り出して分析対象とする。 

公衆無線ＬＡＮは、携帯電話やＰＨＳとは異なり、無線局免許が不要な無

線設備を使用しているため、原則として自由にサービスが開始できている。 

ある場所で、公衆無線ＬＡＮサービスを利用可能にするには、当該場所に

無線ＬＡＮの基地局を設置し、当該基地局からサービスを提供する事業者の

ネットワークまでを通信回線で結ぶ必要があるため、この設置場所（飲食店

など）の確保が事業者にとって課題となっている。公衆無線ＬＡＮのネット

ワークイメージを示すと、図Ｌのとおりである。 

 

図Ｌ 公衆無線ＬＡＮのネットワーク構成（イメージ） 

ホテル駅飲食店

インターネットインターネット

交換設備交換設備 認証等
サーバ

加入者情報
サーバ

公衆無線ＬＡＮ事業者
のネットワーク

ＤＳＬ、ＦＴＴＨ、専用線等を調達
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(2) ローミング 

携帯電話やＰＨＳと同様、いかに基地局を多く設置しサービス提供エリア

を拡大するかが事業者にとって課題であるが、公衆無線ＬＡＮの場合、その

電波の届く範囲は狭いので、サービス提供地域を広げる上で、携帯電話やＰ

ＨＳ以上に「ローミング」の役割は大きい。ある事業者が設置した基地局を、

他の事業者の契約者が利用するための事業者間の取引が活発になりつつある

（図Ｍ参照）。 

公衆無線 LANサービスは、現在、基地局の設置が急速に進められている

が、大規模に事業展開している事業者でも、試験サービスとして無料で提供

する事業者や集客効果をねらい無料で提供している事業者がいるなど様々で、

必ずしも料金プランが定まっているわけではない。現在有料で提供している

事業者では、年額制、月額制、日額制によるほか、従量制の料金体系を採用

している。また、試験サービス中の事業者の中には、今年度内に有料化の動

きもある。 

 

図Ｍ 公衆無線ＬＡＮのローミングアウト契約 

公衆無線LAN事業者
（AP設置事業者）

Ｚ

公衆無線LAN事業者
（AP設置事業者）

Ｚ

公衆無線LAN事業者
（AP設置事業者）

Ｙ

公衆無線LAN事業者
（AP設置事業者）

Ｙ

ＡＰ ＡＰ

Ｙの契約者
Ｚの契約者

公衆無線ＬＡＮ
アグリゲータ

Ｘ Ｘの契約者がＺのＡＰ
を利用できる契約

Ｘの契約者がＹのＡＰ
を利用できる契約

Ｘの契約者

飲食店Ｙα
飲食店Ｚβ

ＹのＡＰもＺのＡＰも利用可能

Ｚの契約者がＹのＡＰ
を利用できる契約

ＹのＡＰもＺのＡＰも利用可能  
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３ ＩＰ電話 

 

(1) サービスの沿革 

  ＩＰ電話（インターネット電話）が登場したのは平成６年頃であり、一部

のコンピュータの愛好者の間で使われ始めた。利用形態としては、インター

ネット上にダイヤルアップ接続したＰＣ間で音声メッセージをやりとりする

もの（いわゆる、「PC-to-PC」タイプ）であり、発着双方のＰＣに同じソフ

トウェアをインストールし、かつ、同時にＰＣにサーバを接続していなけれ

ばならないという制約があった。 

  平成８年頃からは、ＰＣからＮＴＴの固定電話への発信が可能なＩＰ電話

（いわゆる、「PC-to-Phone」タイプ）が登場した（ＮＴＴ固定電話からの

着信は不可）。このタイプのＩＰ電話では、ゲートウェイ（インターネット網

とＮＴＴの公衆電話網を接続する装置）を国内各所に設置し、自動的にＮＴ

Ｔの通話料金が最も安くなるように接続するシステムを構築した。これによ

り、ＩＰ電話を広く一般に普及するきっかけとなった。 

  平成９年頃には、ゲートウェイを介してインターネット網を中継網に利用

した固定電話相互間のＩＰ電話（いわゆる、「Phone-to-Phone」タイプ）

が提供されるようになった。このタイプは既存のインターネットのアクセス

ポイントにゲートウェイを併設するなど、参入が容易であったため多くのＩ

ＳＰが参入した。しかし、ダイヤル手順が煩雑であった上に、インターネッ

トのトラヒックの状況によりパケット遅延・損失等が発生し、音声品質が安

定しなかったため、通話料金を安くしても利用者を確保することが困難であ

った。 

  平成１０年頃からは、いくつかの事業者が、品質確保のため専用のＩＰネ

ットワークを中継網に用いて、共通線信号網と接続することにより、固定電

話の任意の利用者が、特別なダイヤル手順をすることなく、固定電話の通常

のダイヤル方法（事業者識別番号をダイヤル）と同じようにＩＰ電話を利用

することが可能となった。 

  現在、主にＩＳＰにより提供されているＩＰ電話は、平成１４年６月の電

気通信番号規則（平成９年郵政省令第８２号）の改正により、「０５０－ＣＤ

ＥＦ－ＧＨＪＫ」（Ｃは０を除く。）がＩＰ電話の電気通信番号と決定したこ

となどを受け急速にその利用者数を伸ばしている。この番号の決定によりＮ

ＴＴ東西の固定電話や携帯電話・ＰＨＳなど、他の電気通信サービスとの相

互接続通話が可能となった。また、ＩＰ電話は、主にＩＳＰがインターネッ

ト接続サービスの付加サービスとして提供しているが、ＡＤＳＬ、ＦＴＴＨ、

ＣＡＴＶインターネット等のブロードバンド回線を用いたインターネット接

続サービスの契約数が爆発的に普及していることもＩＰ電話の普及を後押し

する要因になっている。「０５０」番号の指定を受けるには、電気通信事業者
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側で、ＩＰ電話間、ＩＰ電話－固定電話相互間の通話につき、一定の音声品

質の基準を満たすことが求められる。また、固定電話相当の音声品質や契約

者回線の地理的識別などが可能な場合は、固定電話と同様に「０ＡＢ～Ｊ番

号」の指定を受けることも可能となっている。 

ＩＰ電話は、個人利用では、インターネット接続サービスの付加サービス

として普及してきたが、電話番号を変えずに移行でき音声品質も安定したサ

ービスの登場によってこれまでの固定電話を代替する関係が現れようとして

いる。法人は社内ネットワークをＩＰ化する際に内線電話もＩＰ化してコス

ト削減につなげる動きが活発化していて、コストの削減のみならず、ＩＰ化

による業務アプリケーションとの連動も注目されている。 

 

(2) 「ＩＰ電話」の類型 

ＩＰ電話は、ＩＰネットワーク上に音声を伝送するために VoIP(Voice 

over internet protocol)技術を用いている。ＩＰ電話では、音声信号をパケ

ットにする役割を宅内に設置されるＶｏＩＰアダプタが果たしている。ＩＰ

電話を利用している者の多くは、ＮＴＴ東西の加入電話サービスと重畳して

ＡＤＳＬサービスの提供を受けているが、VoIP アダプタが自動的にＩＰ電

話とＮＴＴの電話を切り替えているので、利用者がその切り替えを意識する

ことはほとんどない（ただし、ＶｏＩＰアダプタのランプ表示や識別音によ

り確認可）。 

そのサービス形態は、 

① 中継網だけをＩＰ化し加入者網はＮＴＴ東西の加入電話及びＩＳＤＮ網

を利用する仕組み（発信者が番号規則第５条に規定する事業者識別番号

をダイヤルして発信するものに限る。） 

② 加入者宅内で音声信号を IP 化しブロードバンドサービスを利用して通

信を行う仕組み（ＩＰ電話の提供のために番号規則第９条第１号又は第

１０条第２号に規定する電気通信番号を使用するものに限る。） 

の２つがあるが、平成１６年度の競争評価では、①は「ＩＰ中継電話」とし

て②とは区別して取扱う。 

なお、これまでＩＰ電話は、ＡＤＳＬをアクセス回線とするインターネッ

ト接続サービスの付加サービスとして普及してきたが、今後は、利用者宅内

にＶｏＩＰアダプタ等の宅内装置を設けることなく、加入者回線部分はアナ

ログのままで、加入者回線の収容装置から交換局側をＩＰ化してＩＰ電話を

提供するする仕組みも現れてくるであろう。 

 

 

(3) 「０５０番号」と「０ＡＢ～Ｊ番号」を用いたＩＰ電話 

ＩＰ電話の通話品質や緊急通報の可否等により、０５０番号が指定される
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ＩＰ電話（以下「０５０－ＩＰ電話」という。）と０ＡＢ～Ｊ番号が指定され

るＩＰ電話（以下「０ＡＢＪ－ＩＰ電話」）に大別できる。これらのＩＰ電話

サービスは、ネットワーク構成上、大きな違いはなく（図Ｎ参照）、事業者の

管理するＩＰ網を用いて通話を実現するものであるが、呼制御サーバやルー

タなどの設備の高機能化や設備の二重化等によりネットワークの高信頼性を

図り、固定電話相当の音声品質の基準を満たし、契約者回線の地理的識別等

が可能となり「０ＡＢ～Ｊ番号」を取得できるようになる。 

 

図Ｎ ０５０－ＩＰ電話のネットワーク構成（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

０５０－ＩＰ電話サービスは、現在、インターネット接続サービスの付加

サービスとして主にＩＳＰにより提供されているが、ＩＰ電話サービスを提

供している事業者は、ＩＰ電話サービスのため呼制御サーバなどの専用機器

を自ら設置し、電気通信番号を取得している事業者と、他の事業者の VoIP

基盤網を利用してサービスを提供している事業者（つまり他の事業者から

VoIP サービスの卸サービスを受けている事業者）が存在している。 

なお、０５０番号の指定を受けて自らＩＰ電話サービスを提供している事

業者は２７社、同じくＩＰ電話用の０ＡＢ～Ｊ番号の指定を受けてＩＰ電話

サービスを提供している事業者は７社となっている（平成１６年８月末現在）。 
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別添１ 

個人向けアンケート調査実施要領 

 

１ アンケートの実施目的  

需要者（利用者）側から収集する情報は、市場画定の作業において、サー

ビスや機能の需要の代替性を分析するために用いる。利用者に対する調査に

よって、サービスや機能の需要の代替性に関する数量的な分析を通じて自己

価格弾力性を算出し、市場画定を行う際の一助とするものである。また、市

場画定の段階だけでなく市場の競争状況を分析する際に参考となる情報の一

部もこのアンケート調査によって収集する。 

 

２ アンケートの実施方法  

（１）携帯電話・ＰＨＳ 

 ① アンケートの実施方法 

郵送によるアンケート調査８ 

② サンプル数（＝有効回答者数） 

１，０００程度 

 ③ サンプル抽出の方法 

   各総合通信局及び沖縄総合通信事務所（１１か所：北海道、東北、関東、

信越、北陸、東海、近畿、中国、四国、九州、沖縄）にて電気通信サービ

スに関心のある２０歳以上の男女をモニターとして募集9。 

 

（２）公衆無線ＬＡＮ 

 ① アンケートの実施方法 

   Web アンケート10 

 ② サンプル数（＝有効回答者数） 

   ６００程度 

                                                  
８ 郵送によるアンケート調査としたのは、Web を利用しない携帯電話・PHS ユーザも一定数

存在するため、Web アンケートで実施した場合、サンプルにバイアスがかかってしまい適さな

いおそれがあるためである。 
９ 総務省で年に２回実施している「電気通信サービスモニターに対するアンケート調査」を利

用する。 
10 Webアンケートは、他のアンケート方法に比べ所定のサンプル構成に従って所定の有効回答

者数を比較的短期間で確保することが容易という長所がある。 
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③ サンプルの抽出方法 

   アンケート調査会社11が把握しているサンプルの中から、以下の２グルー

プのサンプルを抽出する12。 

  ① 公衆無線ＬＡＮを利用しているサンプル ・・・４５０程度 

  ② 公衆無線ＬＡＮを利用していないサンプル・・・１５０程度 

 

（３）ＩＰ電話 

 ① アンケートの実施方法 

   Web アンケート 

 ② サンプル数（＝有効回答者数） 

   １，５００程度 

 ③ サンプルの抽出方法 

   アンケート調査会社が把握しているサンプルの中から、以下の２グルー

プのサンプルを抽出する。 

  ① ＩＰ電話を利用しているサンプル ・・・１，２００程度 

  ② ＩＰ電話を利用していないサンプル・・・  ３００程度 

 

３ アンケートの流れ  

  （別紙１）のアンケートフロー及び（別紙２）の具体的設問に基づき、ア

ンケートを実施する。 

 

４ アンケートの実施時期  

（１）携帯電話・ＰＨＳ 

   平成１６年９月に実施。 

（２）公衆無線ＬＡＮ 

   実施細目確定後速やかに実施。 

（３）ＩＰ電話 

   実施細目確定後速やかに実施。 

 

                                                  
11 Webアンケート会社 
12 サンプルを無作為抽出としない理由は、公衆無線ＬＡＮとＩＰ電話のいずれの場合にあって

も、これらのサービスを利用していないユーザが多くを占めるため、利用動向等を把握するのに

十分なデータが集まらないおそれがあるためである。 
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【図表】携帯電話／ＰＨＳの消費者モニターアンケートフロー 
（別紙１） 

現在の利用の有無

使用開始時期

利用通信事業者、利用移動体端末

利用移動体端末メーカー

機種変更期間

移動体端末選択時に重視するポイント

通信事業者の変更有無

変更前の通信事業者

通信事業者変更時、選択時に重視するポイント

通信事業者変更時、選択時に重視するポイント

通話以外によく利用するサービス

Yes No

情報の十全性

設問数
26問

Yes
No

変更したい（新たに利用したい）とは思わない理由

変更したい

（新たに利用したい）

変更したい（新たに利

用したい）と思わない

満足度および不満足の理由（2）

割引オプション利用の有無

月額支払料金

料金に対する意識

利用目的

通話の利用時間

メールの利用回数

ウェブ閲覧の利用時間

通信事業者の変更意向、新規利用意向

固定電話の利用の有無

固定発携帯着における事業者識別番号の利用の有無

Yes

IP電話の利用の有無
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【図表】公衆無線 LAN の個人利用者向けウェブアンケートフロー 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

現在の利用の有無

現在の他サービス（インターネット）の利用の有無

利用目的（2）

利用場所

利用時間（2）

利用料金

料金の満足度

サービスへの満足度

利用しない理由

利用機器（2）

利用する理由

利用事業者、事業者選択理由（2）

事業者変更意向の有無、変更意向無の理由（2）

潜在的需要の把握（2）

情報の十全性（2）

Yes No

アクセスポイント設置希望場所

現在の他サービス（携帯電話・PHSによるデータ通信）の利用の有無

設問数
24問
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【図表】IP 電話の個人利用者向けウェブアンケートフロー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

現在の利用の有無

利用回線

利用ISP

通話品質

通話時間の増減

利用開始時期

通話の相手

利用する理由 利用しない理由

利用事業者、事業者選択理由（2）

他事業者との比較の有無、比較ポイント（2）

加入者規模の考慮の有無、その理由（2）

IP電話の満足度、満足していない理由（2）

IP電話事業者の変更予定、変更理由（2）

現在の固定電話の加入の有無

固定電話の解約の可能性、理由（4） 固定電話に加入していない理由

IP電話に対するイメージ、評価（3）

情報の十全度（3）

Yes No

Yes No

設問数
33問

ISP選択時におけるIP電話の考慮の有無

IP電話利用時の意識
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(1) 携帯電話／ＰＨＳ 

設問 

番号 

設問項目 選択肢 

問 1 現在、携帯電話端末（携帯電話又は PHS（データカードを

含む））を使用していますか（勤務先で支給されているものを

除く。）。下記から 1 つ選択してください。 

1 利用している （→問 2 から続けてご回答ください） 

2 利用していない（→問 20 へお進みください） 

問 2 ＜問 1 で「1 利用している」と答えた方のみ（問 2 から問 19

まで）＞ 

 

移動体通信端末（携帯電話又は PHS（データカードを含

む））の使用はいつから開始しましたか。下記から1つ選択し

てください。 

 

1 平成 7 年 3 月以前 

2 平成 7 年 4 月～平成 8年 3 月 

3 平成 8 年 4 月～平成 9年 3 月 

4 平成 9 年 4 月～平成 10 年 3 月 

5 平成 10 年 4 月～平成 11 年 3 月 

6 平成 11 年 4 月～平成 12 年 3 月 

7 平成 12 年 4 月～平成 13 年 3 月 

8 平成 13 年 4 月～平成 14 年 3 月 

9 平成 14 年 4 月～平成 15 年 3 月 

10 平成 15 年 4 月～平成 16 年 3 月 

11 平成 16 年 4 月以降 

問 3 現在、どの移動体通信事業者(※)の移動体通信端末（携帯

電話又は PHS（データカードを含む））を主に使用していま

すか。下記から 1 つ選択してください。 

 

※移動体通信事業者： 

携帯電話サービスやＰＨＳサービスを提供する電気通信事

業者。例えば、㈱ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ㈱、ＤＤＩポケット㈱等

がこれにあたる。 

1 NTT ドコモ（携帯電話・FOMA・電話型） 

2 NTT ドコモ（携帯電話・FOMA・データカード） 

3 NTT ドコモ（携帯電話・FOMA以外・電話型) 

4 NTT ドコモ（携帯電話・FOMA以外・データカード） 

5 NTT ドコモ（PHS・電話型） 

6 NTT ドコモ（PHS・データカード） 

7 au（cdmaOne・電話型) 

8 au（cdmaOne・データカード) 

9 au（cdmaOne 以外・電話型) 

10 au（cdmaOne 以外・データカード) 

11 vodafone（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ対応・電話型） 

12 vodafone（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ非対応・電話型） 

13 vodafone（データカード） 

14 ツーカー（電話型） 

15 DDI ポケット（電話型） 

16 DDI ポケット（データカード） 

17 アステル（電話型） 

18 アステル（データカード） 

問 4 現在、主に使用している移動体通信端末（携帯電話又は

PHS（データカードを含む））のメーカーはどこですか。下記

から 1 つ選択してください。 

 

1 パナソニック・モバイル 

2 シャープ 

3 東芝 

4 日本電気（ＮＥＣ） 

5 日立製作所 

6 京セラ 

7 富士通 

8 三洋電機 

9 三菱電機 

10 ノキア 

11 ソニー・エリクソン 

12 カシオ計算機 

13 ケンウッド 

14 デンソー 

15 その他（         ） 

※ なお、端末のメーカーが分からない方は端末に書

いてある番号（例：N900iS ）を記入してください。

（         ） 

問 5 これまでに、平均してどのくらいの期間で移動体通信端末

（携帯電話又は PHS（データカードを含む））を変更（いわゆ

る機種変更）していますか。下記から 1 つ選択していくださ

い。 

1 6 か月未満 

2 6 か月～1 年未満 

3 1 年～2 年未満 

4 2 年～3 年未満 

5 3 年以上 

（別紙２） 
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設問 

番号 

設問項目 選択肢 

問 6 (1)現在、主に使用している移動体通信端末（携帯電話又は

PHS（データカードを含む））を選ぶ際に重視した点、(2)今

後、移動体通信端末（携帯電話又は PHS（データカードを

含む））を買い換える際に重視する点について、それぞれ当

てはまるものを 3 つお答えください。なお、(1)と(2)の番号は

重複しても構いません。 

 

1 端末の価格 

2 事業者ブランド 

3 メーカーブランド 

4 端末のデザイン 

5 サイズ・重さ 

6 使い勝手の良さ 

7 電池寿命 

8 音の性能 

9 液晶画面の大きさ 

10 メール付加機能（絵文字等） 

11 画像性能（色数等） 

12 カメラ機能 

13 静止画像送受信機能 

14 音楽再生機能 

15 携帯アプリ機能（ゲーム等） 

16 テレビ・ラジオ受信機能 

17 テレビ電話機能 

18 動画撮影・送受信機能 

19 FeliCa 機能（おサイフケータイ） 

20 メモリーカード 

21 高速データ通信 

22 赤外線通信 

23 バーコードリーダー 

24 国際ローミング(※) 

25 ＧＰＳ 

26 本体着せ替え機能 

27 その他（           ） 

 
※国際ローミング：日本で契約している通信事業者のサ

ービスを、海外の提携事業者を通じて外国でも受けられ

るようにするサービス。 

問 7 これまでに移動体通信事業者を変更した経験があります

か。変更した経験がある場合は、今までに何回変更されまし

たか。下記から 1 つ選択してください。（なお、PHS → 携帯

電話、携帯電話 → PHS、携帯電話→データカードといっ

た変更も含みます。その場合は同一事業者内の変更であっ

ても 1 回と数えてください。） 

1 ある（変更回数：     回） 

2 ない            （→問 9 にお進みください） 

問 8 ＜問 7 で「1 ある」と答えた方のみ＞ 

 

現在利用している移動体通信事業者に加入する前はどの

移動体通信事業者に加入していましたか。下記から 1 つ選

択してください。 

1 ＮＴＴドコモ（携帯電話） 

2 ＮＴＴドコモ（ＰＨＳ） 

3 ａｕ 

4 vodafone（ジェイフォンを含む） 

5 ツーカー 

6 ＤＤＩポケット 

7 アステル 

8 その他（     ） 

問 9 移動体通信事業者を変更した経験のある場合は変更した

際に重視した点を、変更した経験のない場合は現在加入し

ている移動体通信事業者を選んだ際に重視した点につい

て、当てはまるものを 3 つお答えください。 

 

1 事業者ブランド 

2 通話品質（音質） 

3 通話（通信）エリアの広範さ 

4 通信速度 

5 音声通話料金(自分からかけた時に自分が支払う通

話料金） 

6 音声通話料金(相手からかけてきた時に相手が支払

う通話料金) 

7 パケット通信料金 

8 充実した割引制度（家族割引、指定番号割引等） 

9 多彩なサービス（携帯アプリ機能、ＧＰＳ、国際ローミ

（別紙２） 
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設問 

番号 

設問項目 選択肢 

ング等） 

10 料金制度、機能のシンプルさ 

11 端末の価格 

12 端末のデザイン 

13 顧客対応・アフターケア 

14 家族・友人等が使用している事業者 

15 その他（        ） 

問 10 現在、通話以外によく利用しているサービスは何ですか。該

当するものをすべて選んでください。 

 

1 メール 

2 ウェブ閲覧 

3 カメラ機能 

4 時計機能（時刻表示、アラーム機能、スケジュール管

理等） 

5 静止画像送受信機能 

6 音楽再生機能 

7 携帯アプリ機能（ゲーム等） 

8 テレビ・ラジオ受信機能 

9 テレビ電話機能 

10 動画撮影・送受信機能 

11 FeliCa 機能（おサイフケータイ） 

12 赤外線通信 

13 バーコードリーダー 

14 国際ローミング 

15 ＧＰＳ 

16 通話以外のサービスを利用していない 

17 その他（             ） 

問 11 現在、利用しているサービスについて満足していますか。下

記から 1 つ選択してください。 

 

1 非常に満足している（→問 13 へお進みください） 

2 満足している   （→問 13 へお進みください） 

3 普通       （→問 13 へお進みください） 

4 不満 

5 非常に不満 

問 12 ＜問 11 で「4 不満」、「5 非常に不満」と答えた方のみ＞ 

 

どの点で不満を感じておられますか。特に該当するものを 1

つお答えください。 

 

1 サービス全般 

2 料金面 

3 品質面（音声） 

4 品質面（データ通信） 

5 通信速度 

6 通話（通信）エリア 

7 機能面 

8 操作性 

9 顧客対応・アフターケア 

10 その他（        ） 

問 13 現在、契約している料金プランに以下の割引オプションを付

けていますか。（1）から（5）まで、それぞれ 1 つ選択してくだ

さい。 

 

（1） パケット通信料定額サービス：1 あり、2 なし 

（2） 長期継続割引：1 15%以上、2 10%以上 15%未満、3 

10%未満、4 なし 

（3） 家族割引  ：1 あり、2 なし 

（4） 指定番号割引：1 あり、2 なし 

（5） その他の割引：1 あり（         ）、2 なし 

問 14 一番最近の利用明細書をご確認の上、あなた個人の利用

に対する月額支払料金について下記の項目にお答えくださ

い。 

当月請求額（消費税含む）：     円 

うち有料情報サイト／請求代行サービスの利用料金 

（消費税含む）：     円 

問 15 現在の料金について、どのようにお考えですか。下記から 1

つ選択してください。 

1 非常に高い 

2 高い 

3 妥当である 

4 安い 

5 非常に安い 

問 16 主にどのような場合に移動体通信端末（携帯電話、PHS（デ

ータカードを含む））を使用していますか。当てはまるものを

1 外出時の通話 

2 自宅での通話 

（別紙２） 
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設問 

番号 

設問項目 選択肢 

すべて選択してください。 

 

3 外出時のメール（画像添付を含む） 

4 自宅でのメール（画像添付を含む） 

5 外出時のウェブ閲覧 

6 自宅でのウェブ閲覧 

7 その他（        ） 

問 17 携帯電話又はＰＨＳを使った通話について、1 週間あたりの

利用時間はどの程度ですか。下記より 1 つ選択してくださ

い。 

 

1 10 分未満 

2 10 分以上 20 分未満 

3 20 分以上 30 分未満 

4 30 分以上 1 時間未満 

5 1 時間以上 2時間未満 

6 2 時間以上 5時間未満 

7 5 時間以上 10 時間未満 

8 10 時間以上 

問 18 携帯電話、ＰＨＳ又はデータカードを使ったメールについ

て、1 週間あたりの利用回数（送受信数（1 回の送信又は受

信をそれぞれ1通とカウントしてください。））はどの程度です

か。下記より 1 つ選択してください。 

 

1 利用しない 

2 5 通未満 

3 5 通以上 10 通未満 

4 10 通以上 20 通未満 

5 20 通以上 30 通未満 

6 30 通以上 50 通未満 

7 50 通以上 100 通未満 

8 100 通以上 

問 19 携帯電話、ＰＨＳ又はデータカードを使ったウェブ閲覧につ

いて、1 週間あたりの利用時間はどの程度ですか。下記より

1 つ選択してください。 

 

1 利用しない 

2 10 分未満 

3 10 分以上 20 分未満 

4 20 分以上 30 分未満 

5 30 分以上 1 時間未満 

6 1 時間以上 2時間未満 

7 2 時間以上 5時間未満 

8 5 時間以上 10 時間未満 

9 10 時間以上 

問 20 ＜ここからは、問 1 で「1 利用している」と答えた方を含め、

全員の方がご回答ください＞ 

 

今後、移動体通信事業者を変更したい（現在、利用してお

られない方は、新たに利用したい）と思いますか。下記から1

つ選択してください。 

1 変更したい（新たに利用したい）（→問 21 へお進みく

ださい。） 

2 変更したい（新たに利用したい）とは思わない 

（→問 22 へお進みください。） 

問 21 ＜問 20 で「1 変更したい（新たに利用したい）」と答えた方

のみ＞ 

 

移動体通信事業者を変更する（新たに利用する）場合に

は、どのような点を重視して次の移動体通信事業者を選ぶ

と思われますか。当てはまるものを 3 つお答えください。 

1 事業者ブランド 

2 通話品質（音質） 

3 通話（通信）エリアの広範さ 

4 通信速度 

5 音声通話料金(自分からかけた時に自分が支払う通

話料金） 

6 音声通話料金(相手からかけてきた時に相手が支払

う通話料金) 

7 パケット通信料金 

8 充実した割引制度（家族割引、指定番号割引等） 

9 多彩なサービス（携帯アプリ機能、ＧＰＳ、国際ローミ

ング等） 

10 料金制度、機能のシンプルさ 

11 端末の価格 

12 端末のデザイン 

13 顧客対応・アフターケア 

14 家族・友人等が使用している事業者 

15 その他（        ） 

（→問 22 は回答せずに、問 23 へお進みください） 

 

（別紙２） 
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設問 

番号 

設問項目 選択肢 

問 22 ＜問 20 で「2 変更したい（新たに利用したい）とは思わな

い」と答えた方のみ＞ 

 

なぜ、変更したいとは思わないのですか。特に当てはまるも

のを 1 つお答えください。 

 

1 特に不満はないから 

2 電話番号・メールアドレスが変わるから 

3 事業者変更コストが多額だから 

4 変更手続きがわからない、または煩雑、面倒だから 

5 事業者による具体的な違い、メリットが分からないから

6 家族・友人が使っているから 

7 その他（       ） 

問 23 移動体通信事業者のサービスや料金について、あなたが知

っておられることは何ですか。以下の選択肢からあてはまる

ものをすべてお答えください。 

 

1 他事業者の料金プラン 

2 自分が相手（携帯、固定電話、ＰＨＳ等）にかける時

に適用される通信料金 

3 相手（携帯、固定電話、ＰＨＳ等）が自分の携帯電話

又はＰＨＳにかけてくる時に適用される通話料金 

4 固定電話から携帯電話にかけるときに特定の番号

(※)を携帯電話番号の前につけてかけると通話料が安

くなること 

5 料金プランによって、単位時間あたりの通話料金が

違うこと 

6 動画や画像付きメールの送受信料金 

7 他事業者のサービス内容 

8 第 2 世代携帯電話、第 3 世代携帯電話及びＰＨＳの

それぞれにおいて、データ通信の最大速度が異なるこ

と 

9 メールで送受信できる最大可能文字数 

10 他事業者の通信品質（つながりにくい、つながりや

すい、聞こえにくい、聞こえやすい等） 

11 料金プランやサービス変更方法 

12 現時点の通話・通信料の確認方法 

13 迷惑メール防止のための対策（メールアドレスを電

話番号から変更する等） 

14 迷惑電話（ワン切り等）に対する対策（着信拒否機

能等） 

15 紛失、盗難にあった場合の電話会社の連絡先や手

続き 

16 電話番号変更の際の手続きや費用 

 

※特定の番号：0036、0039、0033、0077、0088、0081、

0038、0060、0084－7 などの番号である。 

問 24 自宅で固定電話（ＩＰ電話を除く。）を利用していますか。下

記より 1 つ選択してください。 

1 利用している （→問 25 へお進みください） 

2 利用していない（→問 26 へお進みください） 

問 25 ＜問 24 で「1 利用している」と答えた方のみ＞ 

 

固定電話から携帯電話に電話をかけるときに、特定の番号

を携帯電話番号の前につけてかけると通話料が安くなるの

ですが、普段、この特定の番号をつけてかけていますか。下

記より 1 つ選択してください。 

1 いつも必ずつけている 

2 ほとんどの場合つけている 

3 通話料が安くなることを知っているがほとんどの場合

つけていない（たまにつけることがある） 

4 通話料が安くなることを知らなかったので全くつけて

いない 

5 固定電話からかける場合には自動的にＩＰ電話発信

になるのでつけていない 

6 固定電話から携帯電話にかけることはない。 

問 26 自宅でＩＰ電話を利用していますか。下記より 1 つ選択してく

ださい。 

1 利用している 

2 利用していない 

 

 
 

（別紙２） 
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(2) 公衆無線ＬＡＮ 

設問 

番号 

設問項目 選択肢 

問 1  公衆無線 LAN を利用していますか。 1 利用している（→問 2 から続けてご回答ください） 

2 利用していない（→問 19 へお進みください） 

問 2  ＜問 1 で「1 利用している」と答えた方のみ（問 2 から問 18

まで）＞ 

 

公衆無線 LAN とは別に、自宅ではどのようなインターネット

接続サービスを使用しておられますか。複数利用している場

合は利用頻度が最も高いものを選んでください。 

1 何も使用していない 

2 加入電話（アナログ回線）によるダイヤルアップ 

3 従量制 ISDN によるダイヤルアップ 

4 常時接続・定額制 ISDN 

5 ADSL 

6 FTTH（光ファイバ） 

7 CATV（ケーブルテレビ） 

8 無線アクセス（FWA を含む） 

9 その他（        ） 

問 3 公衆無線 LAN は主にどのような目的で利用していますか。 1 仕事での利用 

2 私用での利用 

3 その他（       ） 

問 4  公衆無線 LAN で主にどのようなコンテンツ、サービスを利用

していますか。最もあてはまるものを 1 つ選んでください。 

1 メールの送受 

2 WEB での検索、情報収集 

3 オンラインゲーム 

4 オンラインショッピング、ネットオークション 

5 ネットバンキングや金融商品のオンライン取引 

6 チャット、掲示板等のコミュニケーションサイト利用 

7 FTP や HTTP でのファイル、データ転送 

8 e ラーニング 

9 その他の有料コンテンツ利用 

10 その他（       ） 

問 5 公衆無線 LAN は主にどのような場所で利用していますか。

最もあてはまるものを 1 つ選んでください。 

1 飲食店 

2 駅の構内 

3 空港 

4 ホテル 

5 デパート、スーパーマーケット、量販店 

6 その他（       ） 

問 6 1 ヶ月あたりの利用回数はどの程度ですか。 1 1～3 回 

2 4～6 回 

3 7～9 回 

4 10～12 回 

5 13～15 回 

6 16～18 回 

7 19～21 回 

8 22～24 回 

9 25～27 回 

10 28～30 回 

11 31 回以上 

問 7 1 回あたりの利用時間はどの程度ですか。 1 5 分未満 

2 5 分以上 10 分未満 

3 10 分以上 15 分未満 

4 15 分以上 30 分未満 

5 30 分以上 45 分未満 

6 45 分以上 1 時間未満 

7 1 時間以上 1時間 30 分未満 

8 1 時間 30 分以上 2時間未満 

9 2 時間以上 3時間未満 

10 3 時間以上 5時間未満 

11 5 時間以上 8時間未満 

12 8 時間以上 
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設問 

番号 

設問項目 選択肢 

問 8 現在、月にどのくらいの料金を支払っておられますか。 1 無料 

2 1000 円未満 

3 1000 円以上 2000 円未満 

4 2000 円以上 3000 円未満 

5 3000 円以上 5000 円未満 

6 5000 円以上 

7 パック料金のため無線 LAN利用料金は不明 

問 9 現在、主に利用している公衆無線LANサービスの料金につ

いてどのようにお考えですか。 

1 非常に満足 

2 満足 

3 普通 

4 不満 

5 非常に不満 

問 10 現在、主に利用している公衆無線LANサービスについて料

金面以外では何か不満を感じますか。最もあてはまるものを

1 つ選んでください。 

1 アクセスポイント数を増やして欲しい 

2 通信速度を上げて欲しい 

3 途中で通信が切れたりしないように品質を改善して欲

しい 

4 セキュリティ対策をしっかりしてほしい 

5 顧客サービス・アフターケアをきちんとして欲しい 

6 特に不満はない 

問 11 ＜問 10 で「1 アクセスポイント数を増やして欲しい」と答えた

方のみ＞ 

 

今後、アクセスポイントをどのような場所に設置してほしいで

すか。当てはまるものを全て選んでください。 

 

1 飲食店 

2 駅の構内 

3 空港・港 

4 ホテル・宿泊施設 

5 デパート、スーパーマーケット、量販店 

6 官公署・公共施設 

7 金融機関 

8 教育・研究施設 

9 医療機関 

10 アミューズメント施設 

11 公園 

12 新幹線、特急等の車内 

13 高速道路のサービスエリア、パーキングエリア 

14 街頭 

15 その他（         ） 

問 12 どのような機器を用いて公衆無線 LAN を利用しています

か。（複数利用している場合は利用頻度が最も高いものを選

んでください） 

1 ノートパソコンやPDA端末などに最初から組み込まれ

ている無線 LAN機能を利用 

2 無線 LAN カード（注 1、2）を別途入手し、ノートパソコ

ンや PDA 端末に実装し利用 

3 その他（           ） 

（注 1）PHS 機能と無線 LAN 機能を併せ持つ（デュアル

タイプ）カードも含む。 

（注 2）USB タイプのものも含む。 

問 13 ＜問 12 で 2 と答えた方のみ＞ 

 

さらに詳細についてお答えください。（複数利用している場

合は利用頻度が最も高いものを選んでください） 

1 無線 LAN 機能のみをもつ無線 LAN カード（注）を利

用 

2 PHS と無線 LAN 機能を併せ持つデュアルタイプのカ

ードを利用：日本通信（b-mobile ONE、U50 シリーズ、

U100 シリーズ、Bb’モバイルシリーズ など） 

3 PHS と無線 LAN 機能を併せ持つデュアルタイプのカ

ードを利用：NTT ドコモ@FreeD（P-in Free 2PWL など）

4 その他（        ） 

（注）USB タイプのものも含む。 

問 14 公衆無線 LAN を利用している理由は何ですか。最もあては

まるものを 1 つ選んでください。 

1 加入している ISP（インターネットサービスプロバイダ

ー）や他のサービス等とセットだったから 

2 利用料金が安い、または無料だから 

3 通信速度が優れているから 

4 設定や手続きが容易だから 
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設問 

番号 

設問項目 選択肢 

5 初期費用が安い、または無料だから 

6 自宅で使用している無線 LAN で公衆無線 LAN も使

用できるから 

7 外出時に利用することが多いから 

8 家族や知人に勧められたから 

9 事業者等からのキャンペーンや勧誘があった、または

広告・宣伝を見たから 

10 その他（        ） 

問 15 どの事業者を利用していますか。主に利用している事業者

を 1 つ、その他に利用している事業者があれば最大 3 つま

でお答えください。 

 

 

1 NTT コミュニケーションズ（HOTSPOT） 

2 NTT ドコモ（Mzone） 

3 NTT 西日本（フレッツ・スポット） 

4 NTT 東日本（M フレッツ・メイト） 

5 NTT－BP（無線 LAN 倶楽部） 

6 ソフトバンク BB（Yahoo!BB モバイル） 

7 日本テレコム（モバイルポイント） 

8 フリースポット協議会（FREESPOT） 

9 みあこネット（公衆無線ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ） 

10 理経（BizPortal） 

11 その他（        ） 

12 分からない 

問 16 問 15 の主に利用している公衆無線 LAN 事業者を選択した

理由は何ですか。最もあてはまるものを1つ選んでください。

1 加入している ISPや他のサービス等とセットだったから

2 事業者のブランド力や信頼性が高いと思ったから 

3 通信速度等のサービスの機能が高いと思ったから 

4 サービスの信頼性や安定性が高いと思ったから 

5 利用料金が安かったから 

6 よく利用する地域でアクセスポイント数が多いから 

7 他の提供事業者が存在しないから 

8 家族や友人に勧められたから 

9 ネットや雑誌で評価が高かったから 

10 店頭、街頭での勧誘、セールス 

11 導入手続き、操作が簡単だから 

12 その他（        ） 

問 17 今後、公衆無線 LAN事業者を変更する予定はありますか。 1 サービスに満足していないので変更する予定 

2 サービスに満足していないが変更の予定はない 

3 サービスに満足しているが変更する予定 

4 サービスに満足しているので変更の予定はない 

問 18 ＜問 17 で「2 サービスに満足していないが変更の予定はな

い」と答えた方のみ＞ 

 

その理由は何ですか。最もあてはまるものを 1 つ選んでくだ

さい。 

1 使用を開始して間もないから 

2 変更コストがかかるから 

3 他に提供事業者がいないから 

4 変更手続きが分からない又は面倒だから 

5 変更により利用できない期間が発生するから 

6 他の事業者との違いが分からないから 

7 ブランド力や信頼性で不安だから 

8 その他（        ） 

 

問 19 ＜問 1 で「2 利用していない」と答えた方のみ（問 19 から問

21 まで）＞ 

 

公衆無線 LAN を利用していない理由は何ですか。最もあて

はまるものを 1 つ選んでください。 

 

1 自分の近くではサービスが提供されていないから 

2 公衆無線 LAN についてよく知らないから 

3 セキュリティ面で不安があるから 

4 利用できる場所に制限があるから 

5 利用料金が高いから 

6 設定や手続きが分からない、または煩雑だから 

7 初期費用が高いから 

8 携帯電話・PHS のデータ通信で十分だから 

9 そもそもデータ通信をあまり利用しないから 

10 現在申し込み中、または加入検討中 

11 その他（        ） 
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設問 

番号 

設問項目 選択肢 

問 20 今後、公衆無線 LAN サービスを使用したいと思いますか。 1 使用したい 

2 使用したくない 

問 21 ＜問 20 で「2 利用したくない」と答えた方のみ＞ 

 

どのような状況になれば使用したいですか。最もあてはまる

ものを 1 つ選んでください。 

1 通信速度など機能が上がったとき 

2 セキュリティ面での不安が解消されたとき 

3 自分の近くでサービスが提供されたとき 

4 アクセスポイントが増えたとき 

5 設定や手続きが簡単になったとき 

6 外出時にデータ通信を行う必要性が高まったとき 

7 初期費用が下がったとき 

8 利用料金が安くなったとき 

9 その他（        ） 

問 22 ＜問 1で「1 利用している」と答えた方のみ＞ 

 

現在、主に利用している公衆無線 LAN サービスについて、

事前に入手した情報と比べて、実際にサービスを利用して

みてどう感じましたか。 

1 通信速度が（速い・情報通り・遅い） 

2 通信品質が（良い・情報通り・悪い） 

3 サポート体制が（良い・情報通り・悪い） 

4 利用料金が（安い・情報通り・高い） 

5 初期費用が（安い・情報通り・高い） 

6 アクセスポイント数が（多い・情報通り・少ない） 

7 設定や手続きが（易しい・情報通り・難しい） 

8 キャンペーンやサービスの内容が（良い・情報通り・悪

い） 

問 23 ＜全員の方にお聞きします（問 23 から問 24 まで）＞ 

 

公衆無線 LAN についてどのくらい知っていますか。あては

まるものを全て選んでください。 

1 アクセスポイントの近くでなければ利用できないこと 

2 市販のLANカードを使用して、公衆無線LANサービ

スの提供を受けられること 

3 一つのアクセスポイントを利用するユーザが多いと、

通信速度が下がること 

4 無料の公衆無線 LAN サービスがあること 

5 使用する日毎に契約を結ぶ公衆無線 LAN サービス

があること 

6 現在、[IEEE 802.11a][IEEE 802.11b][IEEE 802.11g]

という 3種類の規格が存在し、それぞれ使用する周波数

帯や最大通信速度が異なること 

7 サービスによっては国際ローミングが行われており、

海外でも使用可能であること 

問 24 携帯電話や PHS のデータ通信サービス（i モードなどは除

く。）を使用していますか。 

1 使用している 

2 使用していない 
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(3) ＩＰ電話 

設問 

番号 

設問項目 選択肢 

問 1 IP 電話を利用していますか。 1 利用している（→問 2 から続けてご回答ください） 

2 利用していない（→問 20 へお進みください） 

問 2 ＜問 1 で「1 利用している」と答えた方のみ（問 2 から問 19

まで）＞ 

 

インターネット利用時や IP 電話利用時に使用している回線

は何ですか。また、そのサービス名は何ですか。複数利用し

ている場合は利用頻度が最も高いものを選んでください。 

1 ADSL：NTT 東西（フレッツ ADSL） 

2 ADSL：ソフトバンク BB（Yahoo！BB） 

3 ADSL：アッカ・ネットワークス 

4 ADSL：イー・アクセス 

5 ADSL：その他（事業者名：        ） 

6 FTTH：NTT 東西（B フレッツ） 

7 FTTH：有線ブロードネットワークス（ｕｓｅｎ） 

8 FTTH：電力系事業者 

9 FTTH：その他（事業者名：       ） 

10 CATV（事業者名：        ） 

11 ISDN（常時接続・定額制） 

12 ISDN（従量制・ダイヤルアップ） 

13 加入電話（アナログ回線）によるダイヤルアップ 

14 その他 

問 3 利用している ISP（インターネットサービスプロバイダー）は何

ですか。複数利用している場合は利用頻度が最も高いもの

を選んでください。 

1 ソフトバンク BB（Yahoo!BB） 

2 ニフティ（@nifty） 

3 NTT コミュニケーションズ（OCN） 

4 KDDI（DION） 

5 NEC（BIGLOBE） 

6 ぷららネットワークス（ぷらら） 

7 日本テレコム（ODN） 

8 朝日ネット（ASAHI ネット） 

9 ﾄﾞﾘｰﾑ･ﾄﾚｲﾝ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ（Powered Internet(POINT)） 

10 ﾄﾞﾘｰﾑ･ﾄﾚｲﾝ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ（DTI） 

11 NTT－ME（WAKWAK） 

12 ソニーコミュニケーションネットワーク（So-net） 

13 ドリームネット（DREAM★NET） 

14 インターネットイニシアティブ（IIJ） 

15 松下電器産業（Panasonic hi-ho） 

16 ライブドア（livedoor） 

17 その他（         ） 

問 4 現在利用している IP 電話の通話品質について、固定電話

や携帯電話と比べてどう思いますか。 

1 固定電話と同等またはそれ以上 

2 固定電話よりやや劣るが、携帯電話と同等またはそ

れ以上 

3 携帯電話よりやや劣る 

4 携帯電話より大きく劣る 

問 5 IP 電話に加入してから、固定電話を使用していたときより通

話時間は増えましたか。 

1 増えた 

2 あまり変わらない 

3 減った 

4 固定電話に加入していなかったので分からない 

問 6 IP 電話の利用を開始した時期はいつ頃ですか。 1 2001 年 3 月以前 

2 2001 年 4 月～2001 年 9 月 

3 2001 年 10 月～2002 年 3 月 

4 2002 年 4 月～2002 年 9 月 

5 2002 年 10 月～2003 年 3 月 

6 2003 年 4 月～2003 年 9 月 

7 2003 年 10 月～2004 年 3 月 

8 2004 年 4 月以降 

問 7 主にどのような相手との通話にIP電話を利用していますか。

複数ある場合は最も頻度が高いものを 1つ選んでください。

1 IP 電話との通話（無料通話が可能なもの） 

2 IP 電話との通話（利用料金が課されるもの） 

3 携帯電話との通話 

4 PHS との通話 

5 一般の固定電話との通話（市内） 
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設問 

番号 

設問項目 選択肢 

6 一般の固定電話との通話（県内市外） 

7 一般の固定電話との通話（県外） 

8 海外との通話 

9 その他（         ） 

問 8 IP 電話を利用している理由は何ですか。最もあてはまるもの

を 1 つ選んでください。 

1 加入している ISP とセットになっていたから 

2 利用料金が安いから 

3 加入している ISP、接続回線等とのセット割引があっ

たから 

4 家族、友人等の通話回数が多い相手が加入していた

から 

5 家族や友人に勧められたから 

6 今後、IP 電話が普及していくと考えたため 

7 通話品質が一般の固定電話並みになってきたため 

8 その他（        ） 

問 9 どの事業者を利用していますか。複数利用している場合は

利用頻度が最も高いものを選んでください。 

1 ソフトバンク BB（BB フォン） 

2 NTT コミュニケーションズ（OCN.Phone） 

3 KDDI（KDDI-IP 電話） 

4 KDDI（KDDI 光プラス電話） 

5 ニフティ（@nifty フォン-C） 

6 ニフティ（@nifty フォン-F） 

7 ニフティ（@nifty フォン-K） 

8 ぷららネットワークス（ぷららフォン） 

9 日本テレコム（ODN IP フォン） 

10 NEC（BIGLOBE フォン（FC）） 

11 NEC（BIGLOBE フォン（KD）） 

12 NEC（BIGLOBE フォン（NC）） 

13 NEC（BIGLOBE フォン（PN）） 

14 ソニーコミュニケーションネットワーク（So-net フォン）

15 NTT－ME（WAKWAK フォン） 

16 ﾄﾞﾘｰﾑ･ﾄﾚｲﾝ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ（POINT フォン） 

17 ﾌｭｰｼﾞｮﾝ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ（FUSION IP-Phone） 

18 松下電器産業（hi-ho でんわ-C） 

19 松下電器産業（hi-ho でんわ-F） 

20 有線ブロードネットワークス（GATE CALL） 

21 CATV 事業者（         ） 

22 その他（         ） 

23 分からない 

問 10 問9で回答したIP電話事業者を選択した理由は何ですか。

最もあてはまるものを 1 つ選んでください。 

1 利用している ISP が提供する IP 電話だから 

2 事業者のブランド力や信頼性が高いと思ったから 

3 通話品質等のサービスの機能が高いと思ったから 

4 固定電話・携帯電話にかけたときの通話料が安かっ

たから 

5 申込や設定、支払いが他のサービスと一緒にできる

から 

6 ISP、接続回線等とのセット割引があったから 

7 ユーザ数が多く、無料通話ができる相手が多いため

8 家族、友人等通話回数の多い相手が利用している事

業者だから 

9 事業者等からのキャンペーンや勧誘があった、または

広告・宣伝を見たから 

10 現在、住んでいる地域で利用可能な事業者がその

事業者しかいないため 

11 家族や知人に勧められたから 

12 引き続き、一般の電話番号を使用できるから 

13 顧客サービス等の対応が良かったため 

14 その他（         ） 
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設問 

番号 

設問項目 選択肢 

問 11 現在利用している ISP を選択する際に、IP 電話をどの程度

考慮しましたか。もっともあてはまるものを 1 つ選んでくださ

い。 

1 特に IP 電話は意識せずに、ISP を選択した 

2 IP電話の利用を考慮した上で、現在のISPを選択した

3 ISP加入当初は IP電話サービスが存在しなかったが、

その後のサービス追加で IP 電話利用が可能となった 

4 その他（        ） 

問 12 ＜問 10 で 1 以外を答えた方のみ＞ 

 

IP 電話事業者を選択する際に、他の IP 電話事業者との優

劣を比較しましたか。 

1 比較した 

2 比較していない 

問 13 ＜問 12 で「1 比較した」と答えた方のみ＞ 

 

どの点を重視して比較しましたか。最もあてはまるものを1つ

選んでください。 

1 事業者のブランド力や信頼性 

2 通話品質 

3 通話料金 

4 無料通話が可能な範囲 

5 ISP、接続回線等とのセット割引 

6 設定や手続きに要する費用や手間 

7 周囲の評判や雑誌等の評価 

8 その他（         ） 

問 14 

 

＜問 10 で 1 以外を答えた方のみ＞ 

 

問 9 の IP 電話事業者を選択する際に、その IP 電話事業者

に加入しているユーザ数を考慮しましたか。 

1 考慮した 

2 考慮していない 

問 15 

 

＜問 14 で「1 考慮した」と答えた方のみ＞ 

 

ユーザ数を考慮された理由は何ですか。 

1 ユーザ数が多いほど、無料通話が可能な相手が多く

なるため 

2 ユーザ数が多いほど、営業所が増え、顧客サービス

が充実していると考えたため 

3 ユーザ数が多いほど、その事業者の経営状況につい

て信頼できると考えたため 

4 その他（          ） 

問 16 

 

現在利用している IP 電話サービスに満足していますか。 1 満足している 

2 不満である 

問 17 

 

＜問 16 で「2 不満である」と答えた方のみ＞ 

 

どの点で不満を感じていますか。最もあてはまるものを 1 つ

選んでください。 

1 通話料金 

2 初期費用（機器の購入費用やレンタル料） 

3 無料通話の範囲 

4 緊急通報（110 番や 119 番など）がかけられない 

5 通話品質 

6 ファクシミリが使えないまたは品質が保証されない 

7 設定や手続き面 

8 サポート体制 

9 セキュリティ面が弱い 

10 その他（          ） 

問 18 

 

＜引き続き、問 16 で「2 不満である」と答えた方のみ＞ 

 

今後、IP 電話事業者を変更する予定はありますか。 

1 予定がある 

2 予定はない 

問 19 

 

＜問 18 で「2 予定はない」と答えた方のみ＞ 

 

その理由は何ですか。最もあてはまるものを 1 つ選んでくだ

さい。 

1 現在のサービスで満足しているから 

2 使用を開始して間もないから 

3 ISP、接続回線を変える予定がないから 

4 よく電話をかける相手と無料で通話できるから 

5 変更コストがかかるから 

6 電話番号の変更を伴うから 

7 他に提供事業者がいないから 

8 変更手続きが分からない又は面倒だから 

9 変更により利用できない期間が発生するから 

10 他の事業者との違いが分からないから 

11 ブランド力や信頼性で不安だから 

12 その他（        ） 

問 20 ＜問 1 で「2 利用していない」と答えた方のみ＞ 1 サービスが提供されていないから 



- 67 - 

設問 

番号 

設問項目 選択肢 

 

IP 電話を利用していない理由は何ですか。最もあてはまる

ものを 1 つ選んでください。 

2 IP 電話についてよく知らないから 

3 通信品質等の機能面で不安があるから 

4 着信先に制限があるから 

5 緊急通報（110 番や 119 番など）がかけられないから

6 利用料金が安いと思わないから 

7 一般の固定電話で十分だから 

8 加入手続が分からない、または煩雑だから 

9 電話番号が変わる（050 番号になる）のが嫌だから 

10 そもそも電話をあまり利用しないから 

11 現在申し込み中、または加入検討中 

12 セキュリティ面が弱いから 

13 その他（        ） 

問 21 ＜全員の方にお聞きします＞ 

 

現在、固定電話に加入しておられますか。 

1 加入している 

2 加入していない 

問 22 ＜問 21 で「2 加入していない」と答えた方のみ＞ 

 

その理由は何ですか。最もあてはまるものを 1 つ選んでくだ

さい。 

1 既に IP 電話を利用しているため 

2 携帯電話や PHS で十分なため 

3 加入したいが経済的な理由により難しいため 

4 そもそも電話をあまり利用しないため 

5 その他（         ） 

問 23 ＜問 21 で「1 加入している」と答えた方のみ＞ 

 

将来の固定電話の契約状況についてお聞かせ下さい。 

1 解約する予定（今後 6 ヶ月以内程度）がある 

2 具体的な解約の予定はないが、条件によっては解約

してもよい 

3 今後とも解約する予定（少なくとも今後 6 ヶ月以内に

は）はない 

問 24 ＜問 23 で「1 解約する予定がある」と答えた方のみ＞ 

 

その理由をお聞かせ下さい。最もあてはまるものを 1 つ選ん

でください。 

1 IP 電話で十分だから 

2 携帯電話・PHS で十分だから 

3 固定電話、携帯電話・PHS ともに不要だから 

4 その他（        ） 
問 25 ＜問 23 で「2 解約の予定はないが、条件によっては解約し

てもよい」と答えた方のみ＞ 

 

その条件をお聞かせ下さい。当てはまるものを全て選んでく

ださい。 

1 IP 電話でファクシミリを確実に利用でき、品質も保証さ

れるようになれば解約してもよい 

2 IP 電話で緊急通報（110 番、119 番など）ができるよう

になれば解約してもよい 

3 IP 電話の安定性が高まれば解約してもよい 

4 IP 電話のセキュリティ面で信頼性が高まれば解約して

もよい 

5 その他（       ） 

問 26 ＜問 23 で「3 解約の予定はない」と答えた方のみ＞ 

 

その理由をお聞かせ下さい。当てはまるものを全て選んでく

ださい。 

1 手続きが面倒なので 

2 IP 電話についてあまりよく知らないので 

3 固定電話には安心感があるので 

4 現在の電話番号が変更になるので 

5 その他（       ） 

問 27 ＜問 1 で「1 利用している」、問 21 で「1 加入している」と答

えた方のみ＞ 

 

普段電話をかける際に、IP電話発信か、通常の固定電話発

信かを意識して使い分けていますか。 

1 自動切り替えに頼らず、自ら意識して使い分けている

2 通話時に自動的に切り替えられていることは認識して

いるが、自ら意識して使い分けてはいない 

3 よくわからないため、全く意識せず利用している 

4 その他（       ） 

問 28 ＜全員の方にお聞きします（問 28 から問 31 まで）＞ 

 

IP 電話にどのようなイメージをお持ちですか。最もあてはま

るものを 1 つ選んでください。 

1 よく分からない 

2 メリットや利点がない 

3 料金が安い 

4 新しい、次世代のもの 

5 便利 

6 音質が悪い 

7 何となく不安 

8 興味がない 

9 難しい、設定が大変 



- 68 - 

設問 

番号 

設問項目 選択肢 

10 セキュリティ面が弱い 

11 その他（      ） 

問 29 IP 電話について、評価できる点は何ですか。最もあてはまる

ものを 1 つ選んでください。 

1 固定電話より利用料金が安いこと 

2 通話距離によらず料金が均一なこと 

3 使い勝手が固定電話と大差ないこと 

4 その他（           ） 

5 特にない 

問 30 IP 電話について、評価できない点は何ですか。最もあては

まるものを 1 つ選んでください。 

1 通話品質が固定電話より劣ること 

2 緊急通報（110 番や 119 番など）をかけられないこと 

3 電話番号が「050」に変わること 

4 ファクシミリが使えない場合があること、または品質が

保証されないこと 

5 その他（           ） 

6 特にない 

問 31 IP 電話についてどのくらい知っていますか。当てはまるもの

を全て選んでください。 

1 どの IP 電話との通話が無料であるか 

2 IP 電話を使用するには、ADSL、FTTH、CATV といっ

たブロードバンド環境が必要であること 

3 緊急通報（110 番や 119 番など）にかけられない場合

があること 

4 ファクシミリの送受信ができない場合があること、また

は保証されていないこと 

5 「050」で始まる番号を使用するサービスがあること 

6 一般の固定電話と同じ番号を使用するサービスがあ

ること 

問 32 ＜問 1で「1 利用している」と答えた方のみ（問 32 から問 33

まで）＞ 

 

現在利用している IP 電話サービスについて、ホームペー

ジ、宣伝広告等で入手した情報と比べて、実際にサービス

を利用してみてどう感じましたか。 

1 通話料金が（安い・情報通り・高い） 

2 機器の購入費用やレンタル料が（安い・情報通り・高

い） 

3 通話先等の制限が（少ない・情報通り・多い） 

4 設定や手続きが（簡単・情報通り・難しい） 

5 無料通話の相手が（多い・情報通り・少ない） 

6 サポート体制が（良い・情報通り・悪い） 

7 通話品質が（良い・情報通り・悪い） 

問 33 現在、利用している IP 電話から次の相手先に電話をかける

とき、3 分間あたりどれだけの通話料金がかかるかご存知で

すか。知っているものすべてを選択して下さい。 

1 一般の固定電話 

2 携帯電話 

3 PHS 

4 IP 電話（無料通話を除く） 
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別添２ 

供給者（事業者）側から収集する情報とその公表の取扱い 

 

１ 情報収集の基本的考え方 

 

別 紙で記述した各サービスの仕組みや特徴を踏まえて、「移動体通信」領域

やＩＰ電話に関する情報を、事業者から収集する。 

情報収集に当たっては、次の方針で実施する。 

 

(1) 報告規則に基づき各事業者から提出されている情報については、当該情

報を用いることとし、あらたに各事業者に提出を求めないこととする。 

(2) 最終利用者向けサービスに関する情報を収集することを基本としつつ、

当該最終利用者向けサービスの提供のために行われている事業者間取引

についても、各事業者に対して情報の提出を求める。 

(3) 各サービスに関する情報だけではなく、隣接市場との関係に関する情報

についても、各事業者に対して必要に応じて情報の提出を求める。例えば、

携帯電話サービスについて分析する場合に、端末の販売が事業者のシェア

に大きな影響を与えていると考えられるため、このような情報も収集する。 

 

なお、平成１５年度競争評価の対象領域であった「インターネット接続」領

域については、フォローアップを中心に分析・評価を行うこととし、そのため

に必要な情報の提出を各事業者に求めることとする。 

 

 

２ 各事業者に提出を求める情報 

 

(1) 競争状況の分析を行うために必要な情報については、関係事業者の協力を

得ながら情報収集を進めることとする。 

まず、分析を行うために必要であることがあらかじめ予想される情報につ

いては、第一次調査として一律に収集することとする。 

次に、第一次調査で不足する内容については、必要に応じて、第二次調査

として関係事業者に情報の提出を求めることとする。 

また、これらの調査と併せて、関係事業者からヒアリングを行うことによ

り、情報の収集を行う。 
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(2) 第一次調査として、各事業者に提出を求める情報は、次のとおりである。 

   

① 携帯電話／ＰＨＳに関する情報 

次の（ⅰ）～（ⅸ）の情報提出を求める。提出を求める具体的内容は、

別表１のとおりである。 

（ⅰ）契約数 

携帯電話／ＰＨＳサービスの契約数のシェア、市場集中度、増加率等

を算出するために、契約数に関する情報を収集する。 

 

（ⅱ）基地局数 

サービスの供給能力は、事業者間の競争状況に影響を与えることから、

携帯電話／ＰＨＳサービスの利用可能地域、基地局数のシェア等を把握

するために、基地局数に関する情報を収集する。 

 

（ⅲ）料金 

各事業者の料金は、市場の競争状況を分析するための１つの指標であ

り、携帯電話／ＰＨＳサービスの料金の推移を把握するために、料金に

関する情報を収集する。 

 

（ⅳ）売上高 

携帯電話／ＰＨＳサービスの売上高のシェア、市場集中度、増加率、

ＡＲＰＵ（Average Revenue Per User：１契約者当たりの平均月間

収入）等を算出するために、売上高に関する情報を収集する。 

 

（ⅴ）販売代理店に関する情報 

事業者が、携帯電話／ＰＨＳサービスを提供するためには、最終利用

者に対して自社サービスが利用可能な端末を販売し、当該最終利用者と

サービス提供に関する契約を締結する必要があるが、これらの端末販売

や契約締結は、販売代理店を通じて行われることが一般的である。また、

各事業者は、自社の契約数を増加させるために、販売代理店に対して手

数料・インセンティブを支払っているが、その手数料・インセンティブ

の多寡が各事業者の契約数や各事業者の事業経営に一定の影響を与えて

いると考えられる。そこで、販売代理店との関係に関する情報を収集す

る。 
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（ⅵ）端末に関する情報 

最終利用者が、携帯電話／ＰＨＳサービスを利用するためには、各事

業者のサービスが利用可能な端末を購入する必要がある。端末の機能（Ｏ

Ｓを含む。）は、ユーザのニーズや各事業者の通信サービスの提供と密接

に関連していると考えられる。そこで、端末に関する情報を収集する。 

 

（ⅶ）ＩＳＰ／ＣＰに関する情報 

最終利用者は、携帯電話／ＰＨＳ事業者（サービス）を選択する場合、

その端末で利用可能なサービスも判断要素の１つとして考慮すると考え

られることから、各事業者とＩＳＰやＣＰとの関係に関する情報を収集

する。 

 

（ⅷ）ネットワークの構成 

事業者は、自ら通信回線を設置し、又は他事業者の通信サービスを利

用して、携帯電話／ＰＨＳサービスの提供を行っている。競争状況を分

析する前提として、各事業者のネットワーク構成を把握する必要がある

ため、各事業者のネットワーク構成に関する情報を収集する。 

 

（ⅸ）事業者間取引 

事業者は、自らのネットワークと他事業者のネットワークを接続する

ことにより、自社の最終利用者が他事業者の最終利用者と通信ができ、

またインターネットの利用ができるようにしている。 

また、自社のサービス提供エリア以外の地域では、他の事業者のネッ

トワークを利用して自社のユーザーが通信サービスを受けられるように

している（ローミングサービス）場合が多い。 

これらの事業者間取引は、各事業者の事業展開、経営状況に大きな影

響を与え、競争状況を分析する上で、勘案すべきものであることから、

相互接続やローミングサービスに関する料金設定・事業者間精算に関す

る情報を収集する。 

 

② 公衆無線ＬＡＮに関する情報 

次の（ⅰ）～（ⅳ）の情報提出を求める。提出を求める具体的内容は、

別表２のとおりである。 

（ⅰ）契約数 

公衆無線ＬＡＮの契約数のシェア、市場集中度、増加率等を算出する
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ために、契約数に関する情報を収集する。 

 

（ⅱ）基地局数 

サービスの供給能力は、今後の競争状況に影響を与える可能性がある

ことから、公衆無線ＬＡＮの利用可能地域、基地局数のシェア等を把握

するために、基地局数に関する情報を収集する。 

 

（ⅲ）料金 

公衆無線ＬＡＮの料金の推移を把握するために、料金に関する情報を

収集する。 

 

（ⅳ）ローミング 

事業者間で、ローミングサービスの提携が行われている場合には、最

終利用者に料金を請求する事業者（契約事業者）と公衆無線ＬＡＮサー

ビスを提供する事業者が異なることになることから、公衆無線ＬＡＮの

競争状況を把握するためには、自らの基地局の他、ローミングサービス

により利用できる基地局を勘案して分析する必要がある。そこで、ロー

ミングに関する情報を収集する。 

 

③ ＭＶＮＯ 

携帯電話／ＰＨＳサービスを提供する事業者の中には、無線局を開設し

て電気通信役務を提供する事業者（ＭＮＯ）が提供する電気通信役務（卸

電気通信役務を含む。）としての移動通信サービスを利用して移動通信サー

ビスを提供しており、当該移動通信サービスに係る無線局を自ら開設して

いない事業者（ＭＶＮＯ）も存在している。これらの事業者は、ＭＮＯか

ら、卸契約又は最終利用者向け約款により回線を調達している事業者であ

ることから、ＭＮＯと同様の内容（上記（ⅰ）～（ⅸ）の内容）を収集す

る必要は無いと考えられる。 

そこで、ＭＶＮＯの事業展開の全体を把握するという観点から、サービ

ス概要、契約数、料金、ネットワーク構成に関する情報を収集することと

する。 

提出を求める具体的内容は、別表３のとおりである。 

 

④ ＩＰ電話に関する情報 

次の（ⅰ）～（ⅲ）の情報提出を求める。提出を求める具体的内容は、

別表４のとおりである。 
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（ⅰ）電気通信番号数 

ＩＰ電話の利用状況（シェア、市場集中度、増加率等）を把握するた

めに、電気通信番号数に関する情報を収集する。 

 

（ⅱ）料金 

ＩＰ電話の料金の推移を把握するために、料金に関する情報を収集す

る。 

 

（ⅲ）事業者間取引 

ＩＰ電話事業者は、自らのネットワークと他事業者のネットワークを

接続することにより、自社の最終利用者が他事業者の最終利用者と通話

できるようにしている。 

この事業者間取引は、各事業者の事業展開、経営状況に大きな影響を

与え、競争状況を分析する上で、勘案すべきものであることから、相互

接続に関する料金設定・事業者間精算等に関する情報を収集する。 

 

⑤ 平成１５年度の競争評価以降の状況について 

平成１５年度競争評価で収集し、分析・評価に用いた情報について、当

該評価以降の状況の変化を適切に把握するために、以下の情報を収集する。 

（ⅰ）ブロードバンド回線を用いたインターネット接続回線サービス（Ｆ

ＴＴＨ、ＤＳＬ、ＦＷＡ） 

（ⅱ）法人向けデータ通信サービス（ＩＰ－ＶＰＮ、広域イーサネット） 

（ⅲ）光ファイバケーブルの敷設状況 

提出を求める具体的内容は、別表５、別表６、別表７のとおりである。 

 

 

３ 収集した情報の取扱い 

 

競争評価に用いる情報は、原則として、公表する。 

ただし、実施細目に基づき情報を収集する際に、事業者から公表できない理

由が付されて提出されたものについては、当該事業者からの同意が得られない

限り非公表とする。 

なお、競争評価を適切に実施するために公表が必要な情報であるにもかかわ

らず事業者から公表の承諾を得られないような場合には、承諾が得られないと

いう事実を明確にするなど、透明性の確保に努める。 
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別表１ 携帯電話・ＰＨＳ 

調査対象者 収集する情報 

別表１（１） 

電気通信回線設備を設置し

て携帯電話・ＰＨＳを提供

する電気通信事業者 

【携帯電話・ＰＨＳの設備の設置状況等】 

①携帯電話・ＰＨＳ別の都道府県別基地局数（H14.3 末、H15.3

末、H16.3 末） 

 

②携帯電話、ＰＨＳのサービス提供エリア 

 

③ネットワーク構成図（概念図） 

 

④各社のネットワークの構築方法 

 →基地局－移動加入者系交換局間、移動加入者系交換局－ＰＯ

Ｉ間等の中継区間のネットワークの構築方法 

 

⑤携帯電話・ＰＨＳ端末の購入・販売状況 

 →メーカーからの購入台数（H13～15年度、H16.4～9期）

 →販売代理店・利用者等への販売台数（H13～15年度、H16.4

～9期） 

 →販売台数は次の機能別に再掲 

カメラ（静止画＋動画）機能、テレビ電話機能、アナログテ

レビ受信機能、デジタルテレビ受信機能、ラジオ受信機能、

FeliCa 機能 

 

⑥販売店舗数 

 →直営、専売の都道府県別店舗数（H14.3 末、H15.3 末、H16.

３末、H16.9 末） 

 

⑦事業損益の状況（H13～15年度） 

 →携帯電話・ＰＨＳ別の電気通信事業収入（音声伝送役務／デ

ータ伝送役務）、電気通信事業費用 

 →電気通信事業収入におけるプリペイド式携帯電話・ＰＨＳの

収入、電気通信事業費用における販売代理店に対する販売手

数料 

→附帯事業収入における携帯電話・ＰＨＳ端末の販売収入、附

帯事業費用における携帯電話・ＰＨＳ端末の買取費用を再掲
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別表１（２） 

基地局を設置して携帯電

話・ＰＨＳ端末を用いた電

話サービスを提供する電気

通信事業者 

【携帯電話・ＰＨＳ端末を用いた電話サービス】 

①契約数（H8～16年度） 

→「契約数」は、契約約款等に基づき契約した者の数とし、契

約約款で定める契約の種別（契約約款等で細区分がある場合

は、その細区分による）により別葉とする 

→全国計、２Ｇ・３Ｇ別、四半期末時点の契約数、各四半期中

の新規契約数・解約数（「新規契約数・解約数」はH14～16

年度とする） 

→H16.9 末の契約数は法人・個人別に再掲 

 →ＰＨＳは、H16.9 末の定額制料金の契約数 

 

②通信量 

 →H16.4～9 期に自社の「０９０（又は０８０）－ＣＤＥＦ－

ＧＨＪＫ」に着信する通話で自ら料金設定をしている通話の

総通信時間及び総通信回数 

 

③料金（料金プラン別） 

 

④接続料金（H13～15年度の適用額） 

 

⑤国際ローミングサービスの提供状況 

 →利用者料金、呼の流れ、提供対地数、事業者間精算の方法 

別表１（３） 

基地局を設置して携帯電

話・ＰＨＳパケット通信サ

ービス（※１）を提供する

電気通信事業者 

 

（※１）利用者の電気通信

設備と接続される一端が無

線により構成される端末系

伝送路設備（その一端が携

帯電話又はＰＨＳ端末と接

続されるものに限る。）を用

いてインターネットへの接

続点までの間の通信を媒介

【携帯電話・ＰＨＳパケット通信サービス（※１）】 

①契約数（H8～16年度） 

→「契約数」は、契約約款等に基づき契約した者の数とし、契

約約款で定める契約の種別（契約約款等で細区分がある場合

は、その細区分による）により別葉とする 

→全国計、２Ｇ・３Ｇ別、四半期末時点の契約数、各四半期中

の新規契約数・解約数（「新規契約数・解約数」はH14～16

年度とする） 

→H16.9 末の契約数は、定額制料金の契約数（全国計）を再掲

 

②料金（料金プラン別） 

 

③接続可能なＩＳＰ数（H16.9 末） 
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するものであって、その伝

送方式にパケット伝送方式

を用いるものをいう。 

別表１（４） 

基地局を設置して携帯電

話・ＰＨＳ端末インターネ

ット接続サービス（※２）

を提供する電気通信事業者 

 

（※２）利用者の電気通信

設備と接続される一端が無

線により構成される端末系

伝送路設備（その一端がブ

ラウザを搭載した携帯電話

又はＰＨＳ端末と接続され

るものに限る。）及び当該ブ

ラウザを用いてインターネ

ットへの接続を可能とする

電気通信役務をいう。 

【携帯電話・ＰＨＳ端末インターネット接続サービス（※２）】 

①契約数（H10～16年度） 

→「契約数」は、契約約款等に基づき契約した者の数とする 

→全国計、四半期末時点の契約数 

→H16.9 末の契約数は、定額制料金の契約数（全国計）を再掲

 

②料金（料金プラン別） 

 

③公式コンテンツの料金回収代行に関する以下の項目 

 ・利用者からの収納料金の総額（H14、15年度） 

 ・料金回収代行を行う際の手数料率（同上） 

 ・料金回収代行にかかる手数料収入（同上） 

 

④ブラウザを搭載した携帯電話・ＰＨＳ端末から接続可能な公式

サイト参入事業者数（H15.9 末、H16.9 末） 

 

⑤ブラウザを搭載した携帯電話・ＰＨＳ端末から接続可能な公式

サイト数 

 →全体数（H15.9 末、H16.9 末） 

 →カテゴリー（モバイルバンキング、着メロ、ゲーム…）別の

公式サイト数を再掲（H16.9 末） 

別表１（５） 

電気通信番号規則第５条に

規定する事業者識別番号を

もつ電気通信事業者 

【固定電話発携帯電話着の電話サービス】 

○H16.4～9 期に取り扱った以下の携帯電話向け通話の総通信回

数及び総通信分数 

 ００Ｘ１Ｘ２－０９０（又は０８０）－ＣＤＥＦ－ＧＨＪＫ 

 ００９１Ｎ１Ｎ２－０９０（又は０８０）－ＣＤＥＦ－ＧＨＪＫ
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別表２ 公衆無線ＬＡＮアクセスサービス 

調査対象者 収集する情報 

公衆無線ＬＡＮアクセスサ

ービス（※３）を提供する

電気通信事業者 

 

（※３）利用者の電気通信

設備と接続される一端が無

線により構成される端末系

伝送路設備（その一端が移

動端末設備（携帯電話及び

ＰＨＳ端末を除く。）と接続

されるものに限る。）を用い

てインターネットへの接続

点までの間の通信を媒介す

る電気通信役務をいう。 

①契約数（H16.3 末） 

→「契約数」は、契約約款等に基づき契約した者の数とし、契

約約款で定める契約の種別（契約約款等で細区分がある場合

は、その細区分による）により別葉とする 

 →全国計 

 

②都道府県別基地局数（H16.3 末、H16.9 末、H17.3 末（予定））

 →設置場所（駅、飲食店、宿泊施設、公共施設、その他）別に

再掲 

 

③料金（料金プラン別） 

 

④ネットワークの構成図（概念図） 

 

⑤ローミングサービスの提供状況 

 →「ローミング・イン」、「ローミング・アウト」の関係にある

事業者名、当該事業者とのサービス開始日 

→今後ローミングサービスの提供予定 

（注）ＮＴＴ東日本の提供する「Ｍフレッツホスト」、「Ｍフレッツメイト」についても、「公衆

無線ＬＡＮアクセスサービス」とみなして収集する。 

 

別表３ ＭＶＮＯが提供する移動電気通信サービス 

調査対象者 収集する情報 

ＭＶＮＯ（※４） 

 

（※４）自ら基地局を設置

せずに移動電気通信サービ

スを提供する電気通信事業

者 

①契約数（H15.9 末、H16.3 末、H16.9 末） 

→「契約数」は、契約約款等に基づき契約した者の数とし、契

約約款で定める契約の種別（契約約款等で細区分がある場合

は、その細区分による）により別葉とする 

 →全国計、法人・個人別、ポストペイド・プリペイド別の内訳

を再掲 

 

②料金（料金プラン別、各プランのサービス概要） 

 

③ネットワーク構成図（概念図） 
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別表４ ＩＰ電話サービス 

調査対象者 収集する情報 

別表４（１） 

ＩＰ電話サービス（※５）

を提供する電気通信事業者

（ＩＰ電話の提供のために

電気通信番号規則（平成９

年郵政省令第８２号 以

下、番号規則という。）第９

条第１項又は第１０条第２

項に規定する電気通信番号

の指定を受けているものに

限る。） 

 

（※５）端末系伝送路設備

においてインターネットプ

ロトコルを用いて音声伝送

を行うことにより提供する

電話の役務をいう（ＩＰ電

話の提供のために番号規則

第９条第１項又は第１０条

第２項に規定する電気通信

番号を使用するものに限

る。）。 

①ＩＰ電話のために最終利用者に付与している電気通信番号の数

（H15.3 末、H15.6 末、H15.9 末、H15.12末、H16.3 末、

H16.9 末） 

→０５０、０ＡＢ～Ｊ番号別 

→自ら最終利用者に対して付与する電気通信番号及び卸電気通

信役務により他の電気通信事業者に付与する電気通信番号を

再掲 

 

②料金（着信端末別通話料金） 

 

③ＩＰ電話に発着する相互接続通話の提供状況 

 →固定電話（加入＋ＩＳＤＮ）、携帯電話、ＰＨＳ、ＩＰ電話と

の相互接続の状況、料金設定 

 

④自社のＩＰ網と直接接続、又はＮＴＴ東西のＩＧＳを経由して

接続（間接接続）している電気通信事業者（ＩＰ電話の提供の

ために番号規則に定める第９条第１項又は第１０条第２項に規

定する電気通信番号の指定を受けているものに限る）の一覧 

 

⑤ＩＰ電話サービスを卸電気通信役務として他の電気通信事業者

に提供している場合は、その相手先事業者一覧 

別表４（２） 

IP電話サービスを提供する

電気通信事業者（報告規則

様式第６の提出があった事

業者のうち、IP電話の提供

のために番号規則第９条第

１項又は第 10 条第２項に

規定する電気通信番号の指

定を受けた事業者を除く。） 

①電気通信番号の数（H15.3 末、H15.6 末、H15.9 末、H15.12

末、H16.3 末、H16.9 末） 

→０５０、０ＡＢ～Ｊ番号別の電気通信番号の数 

→ＩＰ電話サービスを提供するために利用しているＶｏＩＰ基

盤網を設置している事業者の名称 

 

②料金（着信端末別通話料金） 

 

 



- 79 - 

別表５ ブロードバンドアクセス回線サービス 

調査対象者 収集する情報 

別表５（１） 

デジタル加入者回線アクセ

ス多重化装置を設置してＦ

ＴＴＨアクセスサービス

（※６）を提供する電気通

信事業者 

 

 

【ＦＴＴＨアクセスサービス（※６）】 

○契約数（H16.3 末、H16.9 末） 

→「契約数」は、契約約款等に基づき契約した者の数とし、契

約約款で定める契約の種別（契約約款等で細区分がある場合

は、その細区分による）により別葉とする 

→都道府県別、共同住宅等とそれ以外別、契約約款等に定める

最大通信速度別に再掲 

 

（※６）そのすべての区間に光信号伝送用の端末系伝送路設備を

用いてインターネットへの接続点までの間の通信を媒介する電気

通信役務（主としてインターネットへの接続点までの間の通信を

媒介するものを含む。）であって、ベストエフォート型であるもの

（共同住宅等内にＶＤＳＬ設備その他の電気通信設備を用いるも

のを含み、ＩＰＶＰＮサービス、広域イーサネットサービスその

他これらに類する電気通信役務であるものを除く。）をいう。 

別表５（２） 

デジタル加入者回線アクセ

ス多重化装置を設置してＤ

ＳＬアクセスサービス（※

７）を提供する電気通信事

業者 

 

【ＤＳＬアクセスサービス（※７）】 

○契約数（H16.3 末、H16.9 末） 

→「契約数」は、契約約款等に基づき契約した者の数とし、契

約約款で定める契約の種別（契約約款等で細区分がある場合

は、その細区分による）により別葉とする 

 →都道府県別、契約約款等に定める最大通信速度別に再掲 

 

（※７）アナログ信号伝送用の端末系伝送路設備にデジタル加入

者回線アクセス多重化装置を接続してインターネットへの接続点

までの間の通信を媒介する電気通信役務（主としてインターネッ

トへの接続点までの間の通信を媒介するものを含む。）をいう。 
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別表５（３） 

無線設備により構成される

端末系伝送路設備を設置し

てＦＷＡアクセスサービス

（※８）を提供する電気通

信事業者 

 

【ＦＷＡアクセスサービス（※８）】 

○契約数（H16.3 末、H16.9 末） 

→「契約数」は、契約約款等に基づき契約した者の数とし、契

約約款で定める契約の種別（契約約款等で細区分がある場合

は、その細区分による）により別葉とする 

 →全国計、契約約款等に定める最大通信速度別に再掲 

 

（※８）その全部又は一部が無線設備（固定して使用される無線

局に係るものに限る。）により構成される端末系伝送路設備（その

一部が無線設備により構成される場合は利用者の電気通信設備

（電気通信事業者が設置する電気通信設備であって、共同住宅等

内に設置されるものを含む。）と接続される一端が無線であるもの

に限る。）を用いてインターネットへの接続点までの間の通信を媒

介するものを含む。）であって、ベストエフォート型であるもの（Ｉ

ＰＶＰＮサービス、広域イーサネットサービスその他これらに類

する電気通信役務であるものを除く。）をいう。 

 

別表６ 法人向けデータ通信サービス 

調査対象者 収集する情報 

別表６（１） 

自ら設定したネットワーク

を用いてＩＰ－ＶＰＮサー

ビス（※９）を提供する電

気通信事業者 

 

【ＩＰ－ＶＰＮサービス（※９）】 

○端末回線数（H16.3 末） 

 →全国計、国内端末回線に限る 

 

（※９）インターネットプロトコルによるパケットを伝送交換す

るネットワークを用いて仮想閉域網を設定し、それを用いて提供

する電気通信役務をいう。 

別表６（２） 

自ら設定したネットワーク

を用いて広域イーサネット

サービス（※１０）を提供

する電気通信事業者 

 

【広域イーサネットサービス（※１０）】 

○端末回線数（H16.3 末） 

 →全国計、国内端末回線に限る 

 

（※１０）イーサネットのフレームを伝送交換するネットワーク

を用いて仮想閉域網を設定し、それを用いて提供する電気通信役

務をいう。 
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別表７ 光ファイバケーブルの敷設状況 

調査対象者 収集する情報 

自ら電気通信設備を設置す

る電気通信事業者（ＣＡＴ

Ｖ事業者を除く） 

○ケーブル延長、芯線延長（H16.3 末） 

 →中継系、加入者系別 

 

（注１）インターネットに関するもの以外のものも全て含む。 

（注２）中継系、加入者系の２区分は以下のとおり。 

    中継系…加入者系を除く、電気通信事業者のネットワーク内の中継系伝送路設備 

    加入者系…加入者収容局内の端末系光端局内装置から加入者宅内の光端末回線装置ま

での間の伝送路設備 

（注３）ケーブル延長、芯線延長については、以下のとおり。 

    ケーブル延長 ＝ 亘長 × ケーブル条数 

    芯線延長 ＝ ケーブル延長 × 光ファイバの芯線数 
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別添３ 

携帯電話／ＰＨＳについての離散選択モデル分析 

 

１ モデル分析の市場画定への応用 

 

(1) 「ＳＳＮＩＰテスト」は、１９８２年に米国で公表された水平合併ガイド

ラインを嚆矢として、米国の規制当局や裁判所が競争法（反トラスト法）の

合併規制に係る市場画定に用いているほか、欧州における「競争レビュー」

等においても、市場画定における思考ツールとして用いられているものであ

る。 

日本の公正取引委員会においても、これまでは「ＳＳＮＩＰテスト」の考

え方を採用するには至らなかったが、平成１６年５月に公表された「企業結

合審査に関する独占禁止法の運用指針」（いわゆる企業結合ガイドライン）

において、「ＳＳＮＩＰテスト」の考え方を一部採り入れている。 

 

(2) 競争評価においては、平成１５年度の市場画定を行う際に、「ＳＳＮＩＰ

テスト」をサービス間の需要の代替性に関する思考ツールとして用いたが、

平成１６年度の市場画定においても、引き続き思考ツールとして用いること

とし、需要の代替性に関する数量的な分析を通じて自己価格弾力性を算出し、

市場画定の一助とする試みを実施することとする。具体的には、個人向けア

ンケート調査13から得られるデータを用いて携帯電話やＰＨＳの各種のサー

ビスや機能の需要の代替性を多様な角度から分析する。 

 

(3) 分析では、携帯電話については２Ｇ／３Ｇの違いに注目して２Ｇ／３Ｇ間

の需要の代替性を数量的に表すことや、機能（動画の撮影等）に対する支払

意思額を推定して消費者選好を明らかにすることを試みる。事業者を乗り換

える際の障壁の大小も需要代替性の分析からある程度明らかになるので、市

場画定だけでなく市場の競争状況を把握する際にも一助となる。 

 

(4) なお、公衆無線ＬＡＮサービスは利用者数が未だ少なく、モデル分析に必

要なサンプルが入手できないことから対象外とする。 

 

                                                  
13 アンケート調査における具体的なサンプル抽出については別添１参照。 
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(5) 一方、「ＳＳＮＩＰテスト」は、需要の価格弾力性の計測が容易でない上、

同一性を判断しようとするサービスごとの価格費用マージンに関する情報

を収集する必要があり、その採用事例は数少ない。これらの情報の収集を競

争評価に適用しようとすると、特定の事案を前提としていないので、多数の

関係電気通信事業者に過大な作業負担を強いる可能性がある。仮に価格費用

マージンを収集した場合でも企業秘密保護の面から公表できないようでは、

データ等や分析手法を公表する本競争評価の方針に合わない。 

このため、実証データに基づく数量的な分析には限界があるものの、サー

ビスに対する需要の価格弾力性を利用者へのアンケート調査の結果から導

き出し、消費者の選択行動から顕示される性向を定量的に把握する方法を競

争評価では採用する。 

 

 

２ 「離散選択モデル」の採用 

 

(1) 「離散選択モデル」分析は、市場でデータを直接観察したり収集したりせ

ずとも、個人向けアンケート調査から得られる利用者動向データに数学的な

処理を加えて、利用者が各サービスを選択する確率を算出し、需要代替性を

定量的に分析する試みである。 

 

(2) 利用者が複数の「選択肢」の中からどれか一つを選択する場合に、その選

択の要因を明らかにするために開発された分析モデルであって、平成１５年

度の競争評価では、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶインターネット、ＦＴＴＨのサービ

スの同一性を判断する際に自己価格弾力性を算出して参考とした。平成１６

年度においても、サービスごとの自己価格弾力性の算出に利用するが、携帯

電話等の場合は２Ｇと３Ｇの違いや、サービス提供事業者によって特色ある

アプリケーションなどがサービス間、事業者間の競争に深く関係しているの

で、複数のサービス（２Ｇ、３Ｇ、ＰＨＳ）について、サービスの特性（料

金、機能等）や個人の属性（性別、年齢等）の変化が利用者のサービス選択

確率をどのように変化させるかを分析するのに「離散選択モデル」は有効で

ある。 

 

(3) 分析では、料金や機能など複数の「説明変数14」によって表される確率的

                                                  
14 サービスの選択に影響を及ぼしていると考えられる要素のことをいい、「移動体通信」にお

いては、具体的には、料金、各種機能（メールの利用、ウェブの閲覧、動画の撮影等）、個人の
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効用関数を想定し、利用者のサービス選択がどのような要因に基づき行われ

ているかを推定する。このような作業を通じ、利用者が効用最大化行動の結

果としてある選択肢を選択するときに、その選択が料金、機能等のどの要素

に依存して決定されているかが明らかになる。 
 
 

３ 市場画定のための具体的作業 

 

(1) 市場画定の第一次接近 

 

① 「離散選択モデル」には様々なものがあるが、一般的には「多項ロジッ

トモデル15」が用いられることが多い。ＩＩＡ16の成立を必ずしも条件と

しない「入れ子型ロジットモデル17」や必要条件とする「条件付き多項ロ

ジットモデル18」もその一種である。 

 

② 本年度の分析対象領域の「移動体通信」のうち、本モデル分析で取り上

げるのは、携帯電話（２Ｇ、３Ｇ）とＰＨＳのサービスである。仮に、利

用者の選択構造が階層的であるなら（例えば、第一段階としてサービスの

種別選択を、第二段階として事業者の種別選択をするような階層構造。あ

るいは逆に、第一段階で事業者の種別選択、第二段階でサービスの種別選

択をするような階層構造。）、「入れ子型ロジットモデル」の利用が適して

                                                                                                                                                  
属性等を指す。 
15 「離散選択モデル」では、選択肢が三つ以上の多項モデルとして「多項プロビットモデル」

と「多項ロジットモデル」の採用が考えられる。「多項プロビットモデル」は、理論上は望まし

いものの、選択肢が五つ以上になると計算式が複雑になり大量の計算を必要とすることから実用

的でないために、「多項ロジットモデル」が一般的には用いられている。 
16 ＩＩＡ（Independence of Irrelevant Alternatives）＝無関係な選択肢の独立性。例えば、

Ａ、Ｂ、Ｃという三つの選択肢を考えたとき、その内のＡとＢという選択肢を選択する確率の比

が、ＡとＢの選択肢の特性のみによって定まり、Ｃという他の選択肢から独立となるという性質

のことをいう。ある選択肢を選択する確率は、当該選択肢から得られる効用と、その他の選択肢

から得る効用から決定されており、確率同士の比を取ったときにその他の選択肢から得られる効

用の部分が相殺しあう場合に、このＩＩＡは成立する。 
17 「入れ子型ロジットモデル」は、第一段階の選択肢において大まかな財のカテゴリを選択し、

第二段階で個別具体的な財を選択しているという選択構造が推定される場合に適している。選択

を二段階に分割しているため、第一段階で区別された財同士の交叉弾力性を異なる値として求め

ることが可能となる。したがって、ＩＩＡの仮定が成立しない場合にも、有効な分析が可能であ

る。  
18 「多項ロジットモデル」のうち、特に、ＩＩＡを必要条件とするものを、「条件付き多項ロ

ジットモデル」と呼び、分析が簡単なため広く用いられている。ただし、類似性の異なる選択肢

が存在するとき、すなわち、ＩＩＡの仮定が成立しないときにこのモデルを用いると、全ての選

択肢の交叉弾力性が実際には等しくないにも拘わらず、等しいとする推定結果を導いてしまう。 
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いる19。この妥当性を検証するには、ＩＩＡが成立するかどうかを調べれ

ば良く、それには、「ハウスマン検定20」による判定が有用である。その結

果、「入れ子型ロジットモデル」の適用が妥当ということであれば、例え

ば、第一段階の選択でサービスを大きなカテゴリー（大分類）に区別し、

その後に小分類の選択を行っているという利用者の選択構造を推定する

ことができる。 

 

③ もっとも、「ハウスマン検定」のみでは適用が妥当と考えられる複数の

入れ子型選択構造から一つに絞り込めない。そこで、次のような二段階の

統計学的な検証を経て、最適な「入れ子型ロジットモデル」の選択を行う

第一に、第一段階で選択されたモデル候補に関して、「マクファデン擬似

決定係数21」等の統計量を用いて適合度に応じた入れ子型選択構造の順序

づけを試みる。第二に、必要ならば、カテゴリー内の選択肢の相関を統計

学的にテストし、カテゴリー内の選択肢間に相関がないと判断されたモデ

ルを排除する。 

 

④ 「入れ子型ロジットモデル」のカテゴリー分割は選択肢の類似性の強度

を表すので、同じカテゴリーに分類されたサービスは消費者からみて類似

性の高いサービスと判断することが可能である。このようなＩＩＡの仮定

の正否を基礎とした選択肢のカテゴリー化を、市場画定の第一次接近とす

る。 

(2) 市場画定の第二次接近 

 

① 次に、説明変数を組み込んだ確率的効用関数として、例えば次のような

                                                  
19 類似性の異なる選択肢が存在する場合には、一般に、ＩＩＡの成立を必要条件とする「条件

付き多項ロジットモデル」よりも、必要条件としない「入れ子型ロジットモデル」が用いられる。

今回の移動体通信サービスの選択に関する分析では、選択肢間に類似性があることが予想される

ため、選択肢を選択する確率の比が、他の選択肢からの影響を受ける可能性が高いと予想される。

「入れ子型ロジットモデル」であれば、このような場合の分析にも利用可能である。 
20 実際の経済主体の選択行動は、ＩＩＡを満たさないことが多い。そこで、ＩＩＡが満たされ

ているかどうか、つまり、Ｃという選択肢があるか無いかで、ＡとＢという選択肢を選択する確

率の比が変わる可能性を統計学的にテストする方法が「ハウスマン検定」である。「ハウスマン

検定」の具体的方法は、上記の例に従えば、Ｃを選択した人のサンプルを取り除き、このサンプ

ルをＡ、Ｂという二つの選択肢からの選択を行っているサンプルとみなして、モデルを推定し、

Ａ、Ｂという二つの選択肢のモデルと、もとのＡ、Ｂ、Ｃという三つの選択肢のモデルを、統計

学的に相互に比較してＩＩＡの成立の有無を判定するものである。 

 今回のケースでは、「条件付き多項ロジットモデル」の推定式に対して「ハウスマン検定」を

行うことにより、ＩＩＡが成立するかどうかが検定できる。 
21 マクファデンが提唱したモデルの適合度を表す統計量。最尤推定法（脚注２２参照）による

推定を行った場合にモデルがどの程度観測データと一致するかを表す基準である。 
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推定式をたてる。 

 

［選択肢から得られる確率的効用］＝ 

［定数項］ 

＋［料金］×［料金のパラメータ］ 

＋［各種機能］×［各種機能のパラメータ］ 

＋［個人の属性］×［個人の属性のパラメータ］ 

＋［確率的誤差項（説明変数では説明できない微少な変数の総和）］ 

 

② アンケート調査の集計結果から得られるデータを用いて、上記推定式の

価格、通信速度等のそれぞれの説明変数にかかるパラメータを「最尤推定

法22」 によって推定する。 

 

③ 「条件付き多項ロジットモデル」では、この［選択肢から得られる確率

的効用］から、ある「選択肢」を選択する確率（以下「選択確率」という。）

を次のように導き出すことができる。 

 

[ ]選択確率 ＝ 

[ ][ ]
[ ][ ]{ }[ ]

∑
全選択肢の数

用選択により得られる効全選択肢のうち個々の

用ことにより得られる効当該選択肢を選択する

自然対数の底（ｅ）

自然対数の底（ｅ）

  注 上式中の効用とは、確率的効用から確率的誤差項を除いたものである。 

 

④ 一方、「入れ子型ロジットモデル」では、あるサービスが最終的に選択

される確率を、第一段階で当該サービスが属すカテゴリーが選択された条

件の下での条件付き確率と第一段階の選択確率の積であると定式化し、こ

の選択確率関数のパラメータを推定する。その選択確率は、以下の式で表

される。 

 

 

[ ]選択確率 ＝ [ ]選択確率第一段階の選択を行う    

× [ ]を行う選択確率た人が第二段階の選択第一段階の選択を行っ  

 

                                                  
22 「最も尤もらしい」推定値を求める方法であり、具体的には、パラメータとして可能な値か

らパラメータの関数である尤度関数の値を最大にする推定値を求める。 
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⑤ 上式から導出される選択確率の関数は、元々の確率的効用関数の説明変

数（例えば、料金や各種機能など）を自身の説明変数として含んだものと

なるので、変化する選択肢の説明変数で微分することにより、説明変数の

変化に対する影響（限界効果23）が判明する。その限界効果から次のよう

な選択確率の弾力性を求める。この数値から需要代替性を判断することが

できる。 

 

  ［弾力性］＝
[ ]

[ ]変数の変化率変化する選択肢の説明

当該選択確率の変化率
 

 

⑥ 弾力性には自己弾力性と交叉弾力性があり、前者は当該選択肢に関する

説明変数が変化したときの弾力性、後者は当該選択肢以外の選択肢に関す

る説明変数が変化したときの弾力性である。「入れ子型ロジットモデル」

を用いて需要代替性を分析する場合には、価格を変化する選択肢の説明変

数として需要（当該選択肢の選択確率）の価格弾力性を導き出すことにな

るが、自己弾力性のみならず交叉弾力性、所得弾力性その他各種の数値も

市場の画定作業の判断材料として利用できる。 

 

⑦ 市場画定において最も重要な数値は、需要の価格に関する自己弾力性で

ある。自己弾力性が小さい場合（より非弾力的な場合）、当該サービスを

供給する事業者が価格を引き上げても、販売数量はさほど低減しないこと

を意味していて、このことは他に代替的なサービスが存在していないこと

を示唆している。 

 

⑧ 逆に、自己弾力性が大きい場合（より弾力的な場合）、当該サービスを

供給する事業者が価格を引き上げると、販売数量は大きく低減することを

意味していて、利用者にとっては乗換えが容易なサービスの存在がその一

因として考えられる。このように需要の自己価格弾力性に注目して代替的

なサービスの存在を勘案することを、市場画定の第二次接近とする。 

 

 

４ 競争状況分析への応用 

 

(1) 平成１５年度の競争評価では、「離散選択モデル」分析を専ら自己価格弾

                                                  
23 各説明変数が特定の値をとるときに、そこから説明変数が一単位分だけ変化するときの、あ

る選択肢の選択確率の限界的な変化をいう。 
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力性の算出に用いて、市場画定の判断材料の一つとしてその結果を利用した。

しかし、本来、「離散選択モデル」は、価格に関する自己弾力性のみならず、

多様な説明変数間の変化がサービスの選択に与える影響を説明することが

できるツールであり、例えば、動画利用の可否がサービスや事業者の端末選

択にどの程度影響しているかを数量化して示すことが可能である。 

 

(2) 例えば、このような分析を通じて、サービス間、事業者間を乗り換える利

用者の行動とその要因を明らかにすることができ、競争状況を判断する際の

有用な材料を提供してくれるかも知れない。 

 

(3) 従来、政策立案は、数限られたサービスの水平的な競争関係に注目して、

そのサービスの供給者側から得られる情報を基に進めてきている。しかし、

サービスの内容が多様になり、垂直的なサービスの結合や一体取引が増える

ことで、サービスの供給者側の動向だけでは市場の競争状況を正確、迅速に

把握することが難しくなってきている。市場を形成する他方のサービスの需

要者側の動向を、サービス選好に関する情報から把握して政策立案に役立て

ていくことは、重要な課題である。「離散選択モデル」はそのようなツール

としての可能性もあるので、平成１６年度は、市場画定だけでなく競争状況

分析への応用についてもその可能性を検証する。 
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別添４ 

 

平成１６年１０月１５日開催のカンファレンスの概要（記録） 
 

 

１ 名称  

  「電気通信事業分野の競争評価についてのカンファレンス」 

 

２ 開催目的  

  総務省では、電気通信事業分野の競争状況を分析、評価する際の基本方針

（案）及び平成１６年度実施細目（案）を公表して意見を募集し、基本方針

及び平成１６年度実施細目を確定する。 

  そこで、平成１６年度競争評価に関して議論の場を設けるために、標記カ

ンファレンスを開催する。 

 

３ 日時・場所  

日時：平成１６年１０月１５日（金）１０：３０～１７：３０ 

場所：総務省地下講堂 

 

４ 主催等  

  主催：総務省 

  共催：（社）電気通信事業者協会、（社）テレコムサービス協会 

 

５ プログラム  

  別紙のとおり 

 

６ 参加者（結果）  

  １７０名 
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（別紙） 

 

カンファレンスプログラム 

 

 

＜午前の部（１０：３０～１２：００）＞ 

 

（１）平成１６年度競争評価の概要説明及び意見公募に提出された意見に係る

意見交換 

   大橋 秀行（総務省 総合通信基盤局 公正競争推進室長） 

 

 

 ＜午後の部（１３：００～１７：３０）＞ 

 

（２）基調講演 

   有冨寛一郎（総務省 総合通信基盤局長） 

 

（３）パネルディスカッション 

  ◇パネル１「移動体通信市場の現状」 

  ◇パネル２「移動体通信市場の展望」 

   ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ：佐藤 治正（甲南大学 経済学部教授） 

   ﾊ ﾟ ﾈ ﾘ ｽ ﾄ：種野 晴夫（イー・アクセス株式会社 代表取締役ＣＯＯ） 

        辻村 清行（株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 常務取締役） 

        長尾  哲（ＫＤＤＩ株式会社 取締役執行役員専務） 

           宮川 潤一（ソフトバンクＢＢ株式会社 取締役） 

           五十嵐善夫（ボーダフォン株式会社 常務執行役） 

           吉田  靖（総務省 総合通信基盤局 事業政策課長） 

大橋 秀行（総務省 総合通信基盤局 公正競争推進室長） 

 

 


